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第１章 序論 
 

１．１ 本研究の背景 
日本における ATC（Automatic Train Control）は，新幹線や通勤線などに導

入され，列車制御の安全確保に大いに役立ってきた．デジタル ATC が導入され

る以前のいわゆる地上主体制御方式 ATC では，地上で先行列車との間隔や線路

条件から決定される許容速度を ATC 信号として作成し，これを連続的に車上に

伝え，車上では ATC 信号が指示する速度を列車速度が超過しているときには自

動的にブレーキ制御し，指示速度以下になるとブレーキを緩解させるものであ

った(1.1)．この方式では基本的に走行する車両のブレーキ性能が同一であること

を前提に ATC 速度信号の段数や軌道回路長を決定して，これらの単位で多段の

ブレーキ制御を行うため，①ブレーキ性能が異なる列車が走行する場合には制

御効率が低下する，②停止までに軌道回路をベースとした多段のブレーキ制御

が行われるために，列車運転間隔や到達時間の短縮が難しい，③停止までに何

度もブレーキの動作，緩解が繰り返されるため乗り心地が悪い，④速度向上時

には新しい速度信号を割り当てる必要があるために地上装置や車上装置の改修

が必要，などの課題があった． 
 そこで筆者は，地上主体制御方式 ATC が有する課題を解決する車上主体制御

方式のデジタル ATC を提案し(1.2)~(1.5)，その主要な機能である列車位置検知，

ATC 制御情報の地上から車上への伝送，ブレーキ制御等に関して，信頼性を向

上させるための手法について検討してきた． 
デジタル ATC は，「先行列車の位置を軌道回路で検知し，後続列車に先行列

車の在線する位置までの距離情報等を軌道回路を利用して MSK（Minimum 
Shift Keying）変調波を使って伝え，後続列車は自列車の先頭位置を連続的に検

知し，地上から送られてきた先行列車までの距離情報と，車上でデータベース

として記憶している自列車のブレーキ性能，線路条件などを組み合わせてブレ

ーキパターンを発生させ，一段ブレーキ制御を行う」こと特徴とする． 
 デジタル ATC は新幹線区間や通勤線において既に実用化されており(1.6)～(1.8) ，
ATC 信号の伝送内容やブレーキパターンの作成方法の詳細に関しては，導入さ

れる線区により様々である．しかし，地上装置と車上装置とで分担するそれぞ

れの機能，ATC 信号を伝送するためのフレームの基本的な構成，距離情報を

MSK 変調波により軌道回路を利用して伝送すること，勾配や曲線を考慮した一

段ブレーキパターンを車上で発生させることなどは共通であり，本論文で述べ

るデジタル ATC の知見をベースとした技術が使用されている．  
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 一方，海外における高速線において導入されている代表的な一段ブレーキ制

御の信号システムとしては，ドイツで開発された LZB と，フランスで開発され

た TGV 用の信号システム TVM430 などがあげられる(1.9)． 
LZB では，軌間に敷設した交差誘導線を介して地上のセンターと双方向通信

を行う．列車からセンターへは，列車位置，速度，ブレーキ性能などのデータ

を連続的に送信し，センターが全列車のブレーキ開始点，速度制限箇所までの

距離と目標速度などを計算し，列車に送信して間隔を制御する．また，TVM430
では，軌道回路の始端および終端での許容速度などの情報を軌道回路を利用し

て車上装置に送信し，これらの情報から連続的な停止パターンの発生と速度照

査を行う． 
これらのシステムは，デジタル ATC と比較して地上装置が担う機能が多く，

車上で最適なブレーキパターンを発生させる車上主体制御方式のデジタル ATC
とは異なる考え方の構成となっている． 
以下，筆者が行ったデジタル ATC の開発とその高信頼化に関する研究を報告

する． 
 

１．２ 本研究の概要 
 論文の構成と各章の目的は以下の通りである． 
 
第１章 序論 
 本論文の背景及び目的を述べ，筆者の研究の位置づけを明確にする． 
 
第２章 デジタル ATC の構成法 
 従来の地上主体制御方式 ATC の課題と，それを解決するために筆者が開発に

関わったデジタル ATC の構成と主な機能である列車検知，制御情報の伝送，ブ

レーキ制御について述べる．また，車上のデータベースを説明する．そして，

開発したデジタル ATC の制御性能として，運転間隔については理想的な列車間

隔制御である移動閉そくや地上主体制御方式の 1 段ブレーキ ATC と比較する．

また，到達時間については地上主体制御方式の多段 ATC と比較する． 
 
第３章 デジタル ATC と列車位置検知 
 デジタル ATC の実現に重要な意味を持つ列車位置検知に関して論じる．具体

的には，列車在線検知は地上主体で行うこととし，実績のある軌道回路を用い

るが，短絡感度，短絡抵抗の増大防止対策，軌道回路の漏れコンダクタンス変

動の対策等デジタル電文の送信に必要な要件について検討成果を述べる．また，
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今後，保全性向上の観点から主流となると考えられる無絶縁軌道回路の境界特

性について検討する． 
また，車上主体の保安制御で重要となる車上での詳細な位置検知については，

初期位置の確定，車輪径の管理，滑走・空転対策などについて論じ，併せて車

輪回転の積算による位置検知の信頼性向上について検討する．絶対位置補正に

ついては，絶対位置補正用のマーカを用いず軌道回路の境界を検知して行う方

法を提案する． 
 

第４章 制御情報伝送の高信頼化 
 交流電化及び直流電化区間の電車電流の分析を行い，それぞれのノイズ環境

の下で安定して ATC 信号を伝送するための ATC 信号帯域の設定方法，周波数

選定方法，送信電力と短絡電流の設定についての検討結果を述べる．また，符

号による情報伝送の信頼性向上について述べる． 
 実用化においては，フィールドの電磁環境に対する耐性が重要となる．この

視点から，新幹線及び在来線で実施したノイズ試験及び伝送性能確認試験の結

果を述べる．併せて要求される車上の機器からの直達ノイズへの対策として，

有用な手法を列挙し，デジタル ATC としての立場から取り得る方式を明らかに

する．また，試験で得られた伝送品質をもとに，ATC システムの信頼性への影

響を検討する． 
 
第５章 デジタル ATC におけるブレーキ制御 
 車上主体での保安機能の実現には，ブレーキ制御方式の確立が求められる．

このため，デジタル ATC におけるブレーキ制御の高信頼化を基本要件としたブ

レーキパターンの作成方法，作成したブレーキパターンによる速度照査，ブレ

ーキ制御，及びその機能を実現するブレーキ機器構成という一連の要素技術に

ついて検討成果を述べる． 
 
第６章 デジタル ATC の機器構成と安全性・信頼性技術 
 新幹線の保安システムとして実用化するには，高い信頼性を保障する必要が

ある．このために行った，デジタル ATC おける主要構成要素である処理部，送

信部，地上及び車上の受信部の機器構成の高信頼化，車上に有するデータベー

スの信頼性向上のための手法を述べる． 
 
第７章 結論 
 本研究の成果として以下の内容について述べる． 
(1) 車上主体制御を特徴として開発したデジタル ATC のシステム構成法 
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(2) デジタル ATC の運転能率面からの検討成果 
(3) 軌道回路による地上からの列車在線検知，及び車上での詳細な列車位置検知

手法と検知誤差に対する対策 
(4) 新幹線区間のデジタル ATC としての変復調方式と周波数帯域選択及び電文

伝送品質からの研究成果 
(5) 交流電化区間及び直流電化区間のそれぞれの環境下で安定した ATC 信号と

してのデジタル電文の伝送を可能とする信号周波数と信号帯域，軌道回路長，

送信電力の設定方法 
(6) 10km 以上先まで精度よく効率的にブレーキパターンを計算するブレーキ制

御についての研究成果と，作成したブレーキパターンに追従できるブレーキ

制御手法 
(7) 機器の高信頼化として，処理部，ATC 送信部，受信部などに対する検討成果，

及び，車上のデータベースの高信頼化手法 
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第２章 デジタル ATC の構成法 
 

２．１ 機能概要とシステム構成 
デジタル ATC が導入される以前のいわゆる地上主体制御方式 ATC では，地

上で先行列車との間隔や線路条件から決定される許容速度をATC信号として作

成し，これを連続的に車上に伝え，車上では ATC 信号が指示する速度を列車速

度が超過しているときには自動的にその速度以下になるまでブレーキ制御し，

指示速度以下になるとブレーキを緩解させるものであった(図２．１)． 
地上主体制御方式 ATC では，ブレーキ制御のための様々な条件が ATC 信号

である許容速度に集約され，列車に送られる（図２．２）． 
 
 

 
 
 

図２．１ 地上主体制御方式 ATC の制御概要 
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図２．２ 地上主体制御方式 ATC の機能ブロック部 

 
 

この方式では基本的に走行する車両のブレーキ性能が同一であることを前提

に ATC 速度信号の段数や軌道回路長を決定して，これらの単位で多段のブレー

キ制御を行うため， 
① ブレーキ性能が異なる列車が走行する場合には制御効率が低下する 
② 停止までに軌道回路をベースとした多段のブレーキ制御が行われるために，

列車運転間隔を大きくとらなければならないので到達時間も無駄が生じ長

くなる 
③ 停止までに何度もブレーキの動作，緩解が繰り返されるため乗り心地が悪い 
④ 速度向上時には新しい速度信号を割り当てる必要があるために地上装置や

車上装置の改修が必要 
等の課題があった． 
そこで筆者は地上装置と車上装置に適切に機能分担し，車上で許容速度を算

出し，地上ではその判断材料となる先行列車までの距離，線路条件などのデー

タを ATC 信号として送る，車上主体制御方式のデジタル ATC を提案した(2.1)～

(2.6)． 
提案したデジタル ATC では，先行列車の位置を軌道回路で検知し，後続列車

に軌道回路を利用して先行列車の在線する位置までの距離情報等を伝え，後続

列車は自列車の先頭位置を検知し，地上から送られてきた先行列車までの距離

情報と，車上でデータベースとして記憶している自列車のブレーキ性能，線路

条件などを組み合わせてブレーキパターンを発生させ，適切な間隔制御を行う

（図２．３）． 
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図２．３ デジタル ATC の機能ブロック部 

 
 
 

 デジタル ATC システムは地上装置と車上装置とで構成する．地上装置には列

車位置検知，車上への ATC 制御情報の伝送機能を持たせる（図２．４）．車上

装置は，地上からの ATC 制御情報の受信，安全なブレーキパターンの発生，発

生させたブレーキパターンと列車速度を比較照査，ブレーキ制御出力などの機

能を持たせる（図２．５）． 
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図２．４ デジタル ATC の地上装置機器構成 
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ﾌｨﾙﾀ ｱﾝﾌﾟ 復調 ATC 情報解読 

   制御部 

（速度照査） 

速度発電機 

受電器 

ATC 信号 速度パルス 

ブ レ ー キ

制御装置 ブレーキ指令 

速度計・車内信号 

受信部 

 
図２．５ デジタル ATC の車上装置機器構成 

 
 
デジタル ATC は，前述の地上主体制御方式 ATC の課題を以下の考え方で解

決する． 
① ブレーキ性能や勾配などの線路条件を車上のデータベースに記憶し，それぞ

れの車両のブレーキ性能を考慮したブレーキ制御パターンを車上で発生さ

せる方式とすることで，ブレーキ性能が異なる列車それぞれを最適なブレー

キパターンに基づき制御する 
② 先行列車が在線する軌道回路の進入端までに一段ブレーキで停止するブレ

ーキパターンを発生させ，列車運転間隔や到達時間短縮時の無駄となる速度

段ごとの空走距離や余裕距離を省く（図２．６） 
③ 1 段ブレーキとすることでブレーキの動作，緩解の繰り返しからくる乗り心

地の悪化を防止する 
④ ブレーキパターンを車上で作成するため，速度向上が行われても，地上設備

や車上設備の変更が必要ない 
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図２．６ デジタル ATC のブレーキ制御の概要 
 

２．２ 列車位置検知 
高性能な列車制御のためには，きめ細かい列車位置検知が必要である．地上

主体制御方式 ATC では軌道回路単位の位置検知であったため，列車の運転間隔

をさらに短縮するためには軌道回路を分割するなどの対策が必須であった． 
デジタル ATC では，地上主体制御方式 ATC と同様に地上装置は軌道回路単

位に列車検知するものの，車上装置による位置検知に関しては車輪の回転の積

算で連続的に先頭位置を検知するようにし，軌道回路境界に拘わらず列車のブ

レーキ制御開始点をできるだけ先行列車の在線する軌道回路に接近して設定で

きるようにし，運転間隔の短縮を可能とした． 
 

２．３ 制御情報の伝送 
デジタル ATC では，地上から車上に，軌道回路識別番号や先行列車が在線す

る軌道回路進入端までの距離に相当する情報などの制御用データ，データの健

全性を検定する CRC(Cyclic Redundancy Check)符号，データフレームの先頭

に付加するフラグなど合計数十ビットのデータを送る必要がある．しかし，従

来の搬送波を速度信号に対応する周波数で変調する AM 変調方式では，高々数
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ビットの情報しか送れない．そこで，デジタル ATC ではデータ０，１にそれぞ

れ対応する周波数ｆ１，ｆ２を割り当て，それを 1 秒間に数十～数百回変化させ

てデータを作成して，ビット系列として送る方式とした．伝送速度を高くする

ためには，多くの周波数帯域を必要とする．一方，広い帯域を使用する場合に

は，その帯域内に電車電流の中で主要なノイズ成分である電源高調波が混入し

て伝送に悪影響を及ぼす可能性がある．したがって，同じ伝送速度でもできる

だけ使用帯域が少ない方式を採用する必要がある．そのためデータ変化時に位

相が連続になるように変調し，使用帯域の狭い MSK を採用した． 

 

２．４ ブレーキ制御 
地上主体制御方式 ATC では，ブレーキ制御のための様々な条件が許容速度に

集約され，この情報のみがATC信号として地上から車上に送られる．そのため，

例えば先行列車に接近して停止する場合などにおいては，停止まで何段階かの

速度が示される．この場合，ブレーキ開始点が車上ではわからないため，低い

速度信号が送られている軌道回路に進入すると予告なしに常用最大ブレーキが

作動し，乗り心地が良くないという課題があった． 
そこでデジタル ATC では，先行列車に接近したとき，車上に記憶しているブ

レーキ性能（ブレーキが動作するまでの空走時間，減速度），ブレーキ区間の勾

配，停止すべき位置の余裕を考慮して，車上において安全に停車するようなブ

レーキパターンを発生させるようにした．このようにすることで，予めブレー

キを動作させる位置が予測できるようになり，ブレーキ開始時に緩和ブレーキ

など乗り心地を考慮したブレーキ制御も可能とした． 
 

２．５ 車上のデータベース 
 デジタル ATC では，先行列車の位置に相当する軌道回路の開通区間数，進路

の開通方向，臨時速度制限などの変化する情報を地上装置から ATC 信号として

送る．一方，勾配，曲線などの線路条件に関する情報，車両のブレーキ性能，

車輪径などの固定情報は車上のデータベースに記憶する(2.7)． 
 
（１） 線路条件に関する情報 
 車上で記憶する線路条件に関するデータベースを表２．１に示す． 
軌道回路に関するデータは．地上から ATC 情報として受信する先行列車が在

線している軌道回路までの区間数を距離に換算するために使用する．また，ATC
信号周波数，隣接軌道回路に関するデータは，受信した ATC 情報の健全性チェ
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ックに使用する． 
曲線や分岐に関するデータは，それらを安全に通過するための制限速度に対

するブレーキパターンを作成ために使用する． 
き電区分に関するデータはその区間には停止しないようなブレーキパターン

を作成するために使用する． 

 
 
（２）車両に関する車上データベース 
 車両に関するデータベースを表２．２に示す． 
 列車長は，分岐器や曲線を通過する際の速度制限の解除のタイミングを検知

するために使用する． 
 常用ブレーキ及び非常ブレーキに関するデータは，それぞれのブレーキパタ

 
①軌道回路： 軌道回路名称 

始端キロ程 
終端キロ程 
長さ 
ATC 信号周波数 
列車検知信号周波数 
終端の有絶縁／無絶縁の区別 
絶対信号／許容信号の区別 
始端の隣接軌道回路 
終端の隣接軌道回路 

②曲線： 始端キロ程 
終端キロ程 
曲線半径（速度制限） 

③分岐： 始端キロ程 
終端キロ程 
番数（制限速度） 

④き電区分： 始端キロ程 
終端キロ程 

 

表２．１ 線路条件に関する車上データベース 



12 
 

ーンを作成するために使用する．常用ブレーキの弱めブレーキに関するデータ

は乗り心地悪化防止のためのブレーキ動作開始時の緩和ブレーキのために使用

する． 

 

２．６ デジタル ATC の制御性能 
（１）運転間隔 
 デジタル ATC では，第 2 章２．１節で述べたように，先行列車の在線する軌

道回路の進入端までに一段ブレーキで停止するブレーキパターンで制御するた

め，地上主体制御の多段ブレーキ制御 ATC に比較して列車の運転間隔の短縮が

可能となる． 
具体的にデジタル ATC の運転間隔の短縮効果を調べるために，デジタル ATC

①列車長 

②常用ブレーキ 

線区最高速度 

制動遅れ時間 

弱め：減速度，動作時間 

強め：減速度 

停止余裕距離 

緩解速度差 

手動緩解速度 

警報予鈴時間 

③非常ブレーキ 

制動遅れ時間 

常用ブレーキとの速度差 

（最高速度，分岐，曲線毎） 

減速度 

停止余裕距離 

④その他 

車輪径 

車輪一回転あたりのパルス数 

曲線半径と速度制限 

表２．２ 車両に関する車上データベース 
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と理想的な列車の間隔制御が可能な移動閉そくにおいて，通勤線区の１線着発

駅近傍での運転間隔を比較した．計算の前提条件を表２．３に示す．なお，信

号変化時間，ブレーキ遅れ時間は無視している． 
 

表２．３ 運転間隔計算の前提条件 
最高速度 100km/h 
減速度 3km/h/s 
加速度 2km/h/s 
列車長 200m 
駅停車時間 30 秒 
停止余裕距離 20m 
信号変化時間 0 秒（無視） 
ブレーキ遅れ時間 0 秒（無視） 

 
計算結果を図２．７に示す．図２．７は，駅近傍のそれぞれの位置において，

先行列車が通過した後，後続列車が同じ位置に到達するまでの最小時間をシミ

ュレーションにより求めた結果である．列車の最後尾の位置を基準としている．  
 

 
 

図２．７ デジタル ATC と移動閉そくの運転間隔の比較 
 

運
転
間
隔

(s
)，

列
車
速
度

(k
m

/h
) 

前駅からの距離(m) 

列車速度(先頭) 

移動閉そく 

駅ホーム 
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デジタル ATC において，列車が停止あるいは低速で走行するホームトラック

の軌道回路のみを短くすれば運転間隔を短縮でき，理想的な間隔制御である移

動閉そくと 2 秒程度の差の運転間隔を実現できる． 
次に，地上主体制御方式の 1 段ブレーキ ATC とデジタル ATC との運転間隔

の比較を行う．計算の前提条件を表２．４に示す．駅間を 2km とし，軌道回路

長は 200m を基本に，駅の停止位置まで 500m に近づいたところで 100m に，  
 

表２．４ 運転間隔計算の前提条件 

最高速度 80km/h 
駅進入速度 55km/h 
減速度 2.5km/h/s 
加速度 2.4km/h/s 
列車長 160m 
駅停車時間 50 秒 
停止余裕距離 25m 
車上装置による位置検知の誤差 10m 
信号変化時間 1 秒 
ブレーキ遅れ時間 2 秒 

 

 

図２．８ 地上制御主体方式 1段ブレーキ ATC と 
デジタル ATC との運転間隔の比較 

1 段ブレーキ（地上主体） 

前駅からの距離（ｍ） 

駅ホーム 
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ホームトラックを 60ｍに設定した場合である．なお，地上主体制御方式の 1 段

ブレーキ ATC の現示は 5km/h 刻みに設定した．計算結果を図２．８に示す．

計算から地上主体制御方式の1段ブレーキ ATC の場合の運転間隔約 109 秒に対

して，デジタル ATC では約 103 秒となり，設定した条件では，デジタル ATC
の方が 6 秒程度短縮できる結果が得られた． 
 

（２）到達時間の短縮効果 

 地上主体制御方式 ATC では，駅進入・停止のための減速制御が段階的に行わ

れる．これに対して，デジタル ATC では停止目標に対して 1段の減速制御が行

われるために低速度での走行時間が短くなり，駅間走行時間の短縮が可能とな

る． 

図２．９に，山陽新幹線で実施したブレーキ制御試験時の最高速度 230km/h
から停止までの走行時間を，また，図２．１０にブレーキ制御を開始してから

停止するまでの走行距離を，地上主体制御方式 ATC の場合のシミュレーション

値と比較して示す(2.8)（2.9）． 試験に使用した新幹線の常用ブレーキは，最も弱い

B1N から最も強い B7N までの 7 段階あるが，B7N，B6N，B5N のそれぞれの

減速度のブレーキパターンを基準として制御した場合の計算結果である． 
図より最高速度が 230km/h の条件で，デジタル ATC の場合には地上主体制

御方式 ATC に比較して，B5N の制動で 45 秒，B7N 制動では 1 分 8 秒短縮で

きる．ブレーキ制御を開始してから停止するまでの走行距離としては，B5N の

制動で 1318ｍ，B7N 制動で 2012ｍ短縮できる．この短縮した分の距離を，よ

り高速で走行できるため，駅間走行時間の短縮が見込める．最高速度が 300km/h
になると，これらの効果はさらに大きくなる． 
 

 

地上主体制御方式 ATC 

デジタル ATC（B5N） 

デジタル ATC（B6N） 

デジタル ATC（B7N） 

図２．９ ブレーキ制御時間の比較(230km/h→停止） 

0       1       2    （分） 

2 分 53 秒(基準) 

2 分 08 秒(－45 秒) 

1 分 55 秒(－58 秒) 

1 分 45 秒（－１分 08 秒） 
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２．７ まとめ 
 本章では，筆者が提案した車上主体制御方式のデジタル ATC の機器構成と主

な機能である列車位置検知，制御情報の伝送，ブレーキ制御を説明し，地上主

体制御方式 ATC の諸課題を以下のように解決できることを示した． 
・デジタル ATC は，車上データベースの自列車のブレーキ性能に応じて発生さ

せるブレーキパターンに基づきブレーキ制御できるので，ブレーキ性能が異な

る列車それぞれを最適なブレーキ制御することを可能とする． 
・一段ブレーキ制御とすることで，停止する際のブレーキの動作，緩解の繰り

返しからくる乗り心地の悪化を防止できる． 
・ATC 信号に含まれる停止目標に対して，車上でブレーキパターンを作成する

ことで，速度向上が行われても地上から送る ATC 信号の情報内容の変更が不

要である． 
・運転間隔に関しては，列車が停止あるいは低速で走行するホームトラックの

軌道回路のみを短くすれば，理想的な間隔制御である移動閉そくとほぼ同等の

運転間隔（2 秒増）が実現できること，地上主体制御方式の 1 段ブレーキ ATC
と比べて一定条件下で約 6 秒程度運転間隔を短縮できることを示した． 

・到達時間については，速度 230ｋｍ/ｈから停止するまでのブレーキ制御時間

を地上主体制御方式の多段 ATC に比較して 45 秒から 1 分 8 秒短縮できるこ

とを示した． 
 
 

デジタル ATC（B7N） 

地上主体制御方式 ATC 

デジタル ATC（B5N） 

デジタル ATC（B6N） 

3358ｍ（－2012ｍ） 

3656ｍ（－1714ｍ） 

4052ｍ（－1318ｍ） 

5370ｍ(基準) 

図２．１０ ブレーキ制御開始から停止までの走行距離(230km/h→停止） 

0 2000 4000 
距離(m) 
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第３章 デジタル ATC と列車位置検知 
 

ATC で列車の間隔を安全に制御するうえで，基本情報となる列車位置検知の

高信頼化は不可欠である．本章では，軌道回路による地上からの位置検知，車

輪回転の積算による車上からの位置検知の高信頼化について論じる． 
 

３．１ 軌道回路による列車位置検知 
デジタル ATC における地上側からの列車位置検知には，実績のある軌道回路

を利用する．軌道回路における列車検知性能は，短絡感度，レール表面の状態，

車両重量や編成長（短絡する輪軸数），車輪の踏面形状や踏面表面の荒さなどで

変動する短絡抵抗，軌道回路の漏れコンダクタンスの変化など様々な要因で変

化する．したがって軌道回路の列車検知性能に影響を及ぼす様々なパラメータ

を考慮した対策が必要となる． 
本章では従来から使用されている軌道回路の信頼性向上対策を列挙し，デジ

タル ATC に適用する場合の効果と課題を検討する． 
 

３．１．１  短絡感度 
軌道回路の左右のレールを抵抗で短絡し，在線検知できる短絡抵抗の最大値

を短絡感度という．短絡感度が大きいほど，列車検知性能は高くなる．短絡感

度は機器構成のほかに軌道回路の調整で設定される補償量（軌道回路の受信機

の列車在線と判定するレベルに対する列車未在線時の受信レベルの余裕）によ

ってもその値は異なる． 
デジタル ATC で使用する AF 帯の軌道回路のように大きな非線形特性をもつ

素子がない軌道回路については，送受信端の機器のインピーダンスを大きくす

る程，短絡感度は大きくなる．また，補償量を小さくするほど短絡感度は大き

くなる． 
図３．１の代表的な機器構成で短絡感度を計算した結果を表３．１に示す．

軌道回路の送信点から受信点まで各地点において列車検知可能な短絡抵抗の最

大値を計算し，それらの中で最小となる箇所の短絡抵抗を算出したものである．

補償量は 9dB に設定した．表３．１より周波数が高くなるほど軌道回路を構成

する機器のインピーダンスが高くなり，短絡感度も高くなる．周波数 1ｋHz で

1.9Ω，500Hz でも 0.9Ω確保できている．一般には，0.1Ωあればよいとされて

いるので，デジタル ATC において特に短絡感度を上げるための対策は必要ない

と判断する． 
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600Ω 600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

600Ω 

600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

ケーブル 10km 

軌道回路長:1km 
R:1.7Ω/km 
L:1.3mH/km 
C:1μF/km 

送信点 

受信点 

MT1 MT2 ZB1 

MT4 MT3 ZB2 

送信機 

受信機 

図３．１ ATC の地上機器構成 
 
 

表３．１ 短絡感度の計算結果 
周波数（Hｚ） 500 1000 2000 

レール側から機器側をみたインピーダンス(Ω) 2.9 5.7 6.2 
短絡感度(Ω) 0.9 1.9 2.8 

 
 
 
３．１．２ 短絡抵抗の増大防止 
 軌道回路は左右のレールを車両の輪軸が電気的に短絡することで列車の在線

を検知する．輪軸の短絡抵抗は図３．２に示すように，輪軸自体のインピーダ

ンスＺＡと車輪-レール間の接触抵抗２ＺＫの和となる．列車の編成としての列車

短絡抵抗はそれぞれの輪軸の並列抵抗となる． 
１軸分の車輪自体のインピーダンスＺＡの測定結果を図３．３に示す（3.1）．図

３．３は在来線の車輪のデータである．図からわかるように周波数が 50Hz で

0.6mΩ，1kHz で 6.5 mΩ，5kHz で 28mΩ，40kHz で 160mΩ程度の値となる．

これらの輪軸が（両数×４）本並列に軌道回路を短絡することになる． 
表３．１に示したように軌道回路の短絡感度は 500Hz でも 0.9Ω以上はある

ので，ATC の列車検知で使用する周波数では輪軸自体の短絡抵抗は無視してよ

いレベルとなる． 
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 ＺＡ 

ＺＫ ＺＫ 

 
図３．２ 車輪の短絡抵抗 

 
 

図３．３ 輪軸（1 軸分）のインピーダンス測定結果 
 
 
一方，車輪－レール間の接触抵抗ＺＫは，接触部が小さいために電流が狭めら

れることにより生じる集中抵抗と，接触面に介在する皮膜の電気抵抗で生じる

皮膜抵抗の和となる．集中抵抗は，レールと車輪の形状，車両の荷重，走行時

の車輪の状態などで異なるが，皮膜抵抗に比較して極めて小さな値であり，無

視できる．皮膜抵抗は大きな抵抗値になることがある．したがって，短絡抵抗

を大きくする要因としては皮膜抵抗を考えればよい(3.1)． 
レール踏頂面の皮膜はいろいろな要因で発生する．レール錆，砂，ごみ，煤

煙，油，制輪子粉，落ち葉などが原因で発生する．高抵抗の物質でレール踏頂

面が覆われると，非常に高い抵抗になり，軌道短絡ができなくなる．しかし，

薄い皮膜の状態では，ある値以上の電圧をレール間に加えると皮膜が破壊して

抵抗が小さくなる．図３．４に示すように皮膜の電気的特性としては，酸化皮

膜と半導体皮膜の２種類が代表的である．酸化皮膜はレール錆が原因で，新品
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のレールや列車がほとんど通過しない個所で発生する．しかし，電圧を加えて

いない時に絶縁状態に近い場合でも，数 10Ｖ～200V 加圧すると皮膜は破壊し

て抵抗が小さくなる． 
半導体皮膜は列車が毎日通過するような区間でも多く発生する．半導体皮膜

が発生すると，図３．５に示すようにレール間電圧を一定値以上に加圧すると

接触電圧（残留電圧）は一定になる性質がある． 
 
 

通電電流

約 1V

数 10
～200V

半導体皮膜特性

酸化皮膜特性

印
加

電
圧

(V
)

 
図３．４ 皮膜の電圧電流特性 
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図３．５   半導体皮膜における平常レール間電圧と 
短絡抵抗・残留電圧の関係 
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図３．６ 半導体皮膜における平常レール間電圧波形と残留電圧波形の例 

 
 

また，図３．５に示すように，残留電圧が一定になる領域では，加圧する電圧

に反比例して接触抵抗は小さくなる．この時の残留電圧の波形は図３．６のよ

うにクリップした波形となる．レール―車輪間の接触が半導体皮膜特性を示す

線区では，列車短絡時のレール間電圧（残留電圧）は図３．５のように最大で

も高々1V である．短絡不良を防止する対策としては，残留電圧が 1V あっても

確実に列車検知ができればよいので， 

① 平常時の軌道回路電圧を上げる 

② 軌道回路の信号以外の周波数の電圧を加えて，信号を抑圧させる 

の 2 通りの方法が考えられる．対策①が基本であるが，送信アンプのパワー

不足などで①の対策が困難な場合には対策②を採用する． 
 以下に短絡抵抗の増大防止の対策を述べる． 
 
（１） 電源周波数等の他の電圧電流の重畳 
軌道回路の信号以外の周波数の電圧を加えて信号を抑圧させ，短絡抵抗の増

大を防止する手法が提案されている(3.1) (3.2)． 

図３．７は，軌道回路に電源周波数の電流を重畳する対策をしたとき，対策

前後の軌道回路の残留電圧を比較したものである(3.1)．電源周波数の電流を重畳

する対策により列車通過時の残留電圧を低くすることができ，軌道短絡性能を

向上できることがわかる． 
また，図３．８は車両に搭載した通電装置からレール―車輪間に軌道短絡改

善するための電圧を印加して軌道短絡の性能向上を図った場合である(3.2)．図３．

９に，電圧印加前後の軌道回路の受信レベルを示す．図３．９に示すように，

軌道短絡改善用の電圧を印加することで，軌道回路の列車検知性能を改善でき

ることがわかる．デジタル ATC を導入する区間において，軌道回路の短絡状態

がよくない場所において，レール間電圧をさらに上げることが困難な場合には，

時間

平常レール間電圧波形 残留電圧波形

電
圧

(
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これらの対策を適用する． 
 
 

 
図３．７ 電源重畳時の軌道回路の列車検知性能向上 

 
 
 

 

重畳信号

レール
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図３．８  前後車輪間電圧印加方式による軌道短絡の改善 
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図３．９  電圧印加前後の軌道短絡時の軌道回路受信レベル 

 
 

（２） 車輪踏面粗さの確保 
車輪踏面が粗いほど接触抵抗が小さくなることが福田らにより報告されてい

る(3.3)．図３．１０は，軸重 25ｋN，レール表面の錆の状態を一定（3μm）の

条件で，車輪踏面粗さ Ra をパラメータとして電流と接触抵抗の関係を示したも

のである．図より車輪踏面の粗さが粗いほど，接触抵抗は小さくなる． 
したがって，デジタル ATC においても，車両の車輪踏面の粗さを適度に保つ

ことは短絡不良の防止には有効であり，そのために踏面制輪子を採用するなど

の対策を採る． 
 

 
図３．１０ レールの表面粗さを変化させた場合の接触抵抗（周波数 60Hz） 
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３．１．３ 軌道回路の漏れコンダクタンスの変動の対策 
 レールを電気回路の一部に使用する軌道回路の電気的特性は，降雨などの環

境の影響を受けて変動する．降雨・降雪，締結装置に付着した土砂などでレー

ル間の電気抵抗が下がり，レール間の電気抵抗の逆数である漏れコンダクタン

スは大きくなる．漏れコンダクタンスが大きくなると軌道回路の受信レベルが

低下し，場合によっては不正に列車検知し，列車運行に支障を及ぼす場合があ

る．そして，軌道回路の受信レベルの低下が続くと，安定に列車検知するため

のレベル調整が必要となる．一方，レベル低下時に調整した後に，レベルが回

復した時には，そのままでは短絡感度が悪くなるので再調整が必要となる．以

下にレベル変動の対策として一般に行われる対策を述べる(3.4)． 
 
（１） 機器のインピーダンスを下げる 
機器側のインピーダンスを下げ，軌道回路のインピーダンスを全体的に低く

して，漏れコンダクタンスの増加に対してレベル低下を抑制する方法がある．

図３．１１，に図３．１における MT２及び MT３のレール側のインピーダンス

を 600Ωから 200Ω，100Ωに変化させたとき，軌道回路の漏れコンダクタンス

を 0.01S/km から 0.5S/km まで大きくしたときの受信レベルの変化の計算結果

を示す． 
図３．１１より，インピーダンスを 600Ωから 100Ωまで下げることで，レベ

ル低下を 9.5dB から 5.1dB に抑制できる．一方，MT２及び MT3 のレール側イ

ンピーダンスを下げることで，軌道回路のレール間のインピーダンスが低下す

るので短絡感度は低下する．漏れコンダクタンスを 0.3S/km 一定で，送受信 

 
図３．１１ 漏れコンダクタンス増加時の軌道回路受信電圧のレベル低下 

（MT2 及び MT3 のレール側インピーダンス変化） 
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MT のレール側インピーダンスを変化させたときの軌道回路の受信電圧のレベ

ル低下と，同じ機器構成で漏れコンダクタンスが 0.01S／ｋｍの時の短絡感度を

図３．１２に示す．図より，インピーダンスを 600Ωから 100Ωに下げることで

レベル低下を 6dB から 3dB に抑えられる一方，短絡感度が 1.9Ωから 0.8Ωに

低下している．したがって，必要な短絡感度を確保する範囲で限定して送受信

のインピーダンスを下げる必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．１２ MT２，MT３のインピーダンス変化時のレベル低下と短絡感度 

 
 
（２）並列コンデンサの付加 
軌道回路の一次定数 R，L，G，C において， 
  
   R/L=G/C                       (3.1) 
 
の関係が成立するとき，信号の伝送効率がよくなる．天候等で変動するのは漏

れコンダクタンス G のみである．したがって，想定される最大漏れコンダクタ

ンスの時に（3.1）式が成り立つように，軌道回路に一定間隔で並列コンデンサ

付加する方法がある． 
 

（３）軌道回路の分割 
  あらかじめ想定される最大漏れコンダクタンスを考慮して，信号周波数，送

信電力，軌道回路長などを決定する．しかし，想定した以上に漏れコンダクタ

ンスが大きくなる場合には，受信レベル確保のために軌道回路を分割する． 
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図３．１３は，軌道回路長が 500ｍ，1ｋｍ，1.5ｋｍのときに，漏れコンダク

タンスを 0.01S/km から 1S/km（非常に軌道状態が悪い状態）まで変化させた

ときの軌道回路の受信電圧レベルを比較したものである．図より軌道回路長

1.5km の場合には漏れコンダクタンスが 0.01S/km から 1S/km に変化した時に

軌道回路の受信電圧が 24dB のレベル低下であったものが，500m では 8dB 程

度に抑えられる． 
 

 
 

図３．１３ 軌道回路分割時の受信レベルの変化 
 
（４）受信機の列車検知レベルの自動補正 
雨や漏水による漏れコンダクタンスの変動に起因する軌道回路の受信レベル

の変化は１時間あたり 1dB 程度であるに対し，列車が軌道回路に進入した時の

受信レベル変動は急激で大きな変動を伴う．この変動の違いに着目して，軌道

回路の受信レベルがゆっくり変化した時には列車検知レベルも変化させて補正

する方法が採用できる（図３．１４）． 
自動補正機能がない場合には，平常時に受信の最小動作レベルに対して余裕

のレベル（補償量）は，漏れコンダクタンスの変動を考慮して大きめに確保し

なければならない．AF 軌道回路では通常 9～10dB 程度に調整する．これに対

して自動補正機能がある場合には，6dB 程度の補償量ですみ，短絡感度も向上

する．ただし，電車電流の妨害に対しても安定に動作するために，補正範囲は

最小動作レベルを確保できる程度に限定される． 
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図３．１４ 軌道回路の列車検知の自動レベル補正 
 
３．１．４ 無絶縁軌道回路の境界特性 
軌道回路境界に電気的絶縁を設けない無絶縁軌道回路では，列車検知用の信

号を ATC 信号とは別に使用するのが一般的である．図３．１５の機器構成につ

いて列車検知の境界特性について検討する．図３．１５（ａ）の機器構成にお

いて，軌道回路１Ｔに着目したものを図３．１５（ｂ）に示す． 
無絶縁軌道回路においては，有絶縁軌道回路とは異なり列車が軌道回路に進

入する前から列車の軌道短絡の影響を受け，軌道回路の受信レベルは徐々に低

下する．このことは列車が軌道回路を進出した後も同様である． 
図３．１６に， G=0.01S/km の時の列車未在線時の受信レベルを基準として，

列車が軌道回路進入端に接近したときの軌道回路の受信レベルについてのシミ

ュレーション結果を示す．列車検知信号の周波数は 3ｋHz，5ｋHz 及び 10ｋ
Hz である．図３．１６には降雨時を想定した G＝0.36S/km の条件での受信レ

ベルも合わせて示す．また，図３．１６において補償量を 9dB としたときの各

周波数での列車検知する軌道回路境界までの接近位置を表３．２に示す．周波

数３ｋHz では軌道回路への進入検知が 48ｍ~78ｍ変化し，30ｍ程度の変動を考

慮する必要がある．周波数 5ｋHz では軌道回路への進入検知が 24ｍ~37ｍ変化

し，13ｍ程度の変動を，周波数 10ｋHz では 13ｍ~22ｍ変化し，9ｍの変動を考

慮する必要がある． 

列車未在線時（乾燥時） 

列車検知と判断するレベル 
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軌
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ベ
ル 
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図３．１５ 無絶縁軌道回路の機器構成 

列車 
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（ａ）周波数 3kHz の場合 

 

 

 

 

 

（ｂ）周波数 5kHz の場合 
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（ｃ）周波数 10kHz 
 

図３．１６ 未在線時（G=0.01S/km の条件での軌道回路受信レベル） 
を基準としたときの列車進入時の受信レベル 

 
 
 

表３．２ 無絶縁軌道回路の進入検知位置 

軌道回路の 

漏れコンダクタンス（S/km) 

列車検知位置（ｍ） 

周波数 

3ｋHz 

周波数 

5ｋHz 

周波数 

10ｋHz 

0.01 48 24 13 

0.36 78 37 22 

 

３．２ 符号による列車検知の信頼性向上 
 軌道回路による列車検知は，列車検知信号の有無のみでなされてきた．この

場合，レールを流れる電車電流，隣接する軌道回路からの漏れ電流，近接する

線路からの誘導電流等で列車検知に使用する信号と同じ周波数成分のノイズの

影響を受ける可能性がある．そこで，当該軌道回路固有の軌道回路識別情報を

使って列車検知することは信頼性向上に有効である．デジタル ATC の ATC 信

号の中には，軌道回路の識別固有の情報も含まれるため，単なる信号レベルだ



32 
 

けでなく，この情報の有無も利用して受信側で列車検知の有無を判定する方式

を採用し，列車検知の信頼性の向上を図る． 
 

３．３ 車輪回転の積算による位置検知 
３．３．１ 初期位置の確定 
 車上での位置検知に車輪回転の積算を使う場合，車上装置の電源立ち上げ時

においては，列車在線位置の初期設定が必要となる．電源立ち上げ時において

は，軌道回路に流れている ATC 信号に含まれる軌道回路識別情報により，ゾー

ンとして大まかな位置検知を行い，その後，列車が走行し絶対位置を示すマー

カ，あるいは軌道回路境界を通過して詳細な位置を確定させる．位置未確定時

は徐行のみが許容される走行パターンを発生させて安全を確保する措置をとる． 
 
３．３．２ 車輪径の管理 
車輪回転の積算による位置検知には，車輪径の管理が重要となる．車輪径は

車上データとして車上装置に記憶されるが，車輪のメンテナンス等により車輪

を研削したり，交換した時には，車上装置に記憶している車輪径を修正する必

要がある．基本的には人手によるデータ修正入力となるが，修正した車輪径デ

ータの誤り防止の対策が必要となる． 
このため，絶対位置補正用マーカを設置して，マーカ通過時にはデータベー

ス上のマーカ間の距離と車上で積算した距離を比較し，一定の距離を超える誤

差が複数回続くときには，車輪径の設定異常と判断して安全措置をとる方法を

採用する． 
 
３．３．３ 滑走，空転対策 
加速時や減速時に車輪が空転や滑走すると，車輪の回転数をもとに積算する

方法では，列車位置検知に誤差が生じる．この対策として以下があげられる． 
(1)積算する車輪の空転や滑走を抑制する対策 

・距離積算に使う車輪に駆動軸を割り当てないようにする 
・滑走を防止するためブレーキ軸にセンサーをつけない 
・動作させるブレーキ力を他の一般の車輪より弱める措置をとる 

(2)空転滑走の誤差を修正する手法 
・複数軸からデータを取得し，異常なデータを示す軸のデータを破棄する 
・速度や加減速を監視し，通常の加減速を超える値を滑走や空転と判定し，

積算値を安全側に補正する 
これらの方法は地上主体制御方式 ATC ですでに開発されている．デジタル
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ATC においても，これらの方法を組み合わせて利用し，距離積算の信頼性を向

上させる． 
 
３．３．４ 絶対位置補正 
適当な間隔で絶対位置補正用のマーカ（地上子）を設け，列車がその地点を

列車位置を補正する方法が広く使われている．マーカの間隔は，空転や滑走に

よる距離積算の誤差が，制御上問題ない範囲内に抑えることを考慮して決定す

る． 
なお，筆者らは，軌道回路の位置データも車上に記憶していることから，デ

ジタル ATC の信号が軌道回路境界で変化することを利用して，位置補正用地上

子を用いないで補正する方法を提案した(3.1)．その仕組みは以下のとおりである

（図３．１７）． 
① 列車が軌道回路 Ta と軌道回路 Tb の境界を通過する際に，車上でそれまで受

信していた軌道回路TaのATC信号の搬送波が受信できなくなった地点を軌

道回路境界と判断する． 
② その時点から走行距離を積算する． 
③ 軌道回路 Tb 進入後 ATC の電文を受信し，データを解読，軌道回路 ID が Ta

から Tb に変化したことを確認し，その時点での軌道回路境界からの走行距

離を加算した位置を絶対位置として補正する． 
この方法によると，データが確定するまでの距離を積算して絶対距離を補正

するため，たとえ図３．１７における軌道回路 Tb におけるデータ１が受信エラ

ー等で解読できなくても，データ２が解読できれば絶対位置の補正が可能であ

る． 
この手法の検証を山陽新幹線で実施した．試験区間内を約 500ｍごとに停車し

て予め地上で実測した位置と比較した．試験の結果，誤差は１m～－8m の範囲

であり，有用な方法であることがわかった(3.6)． 
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       軌道回路境界 

データｎ データｎ-1 

データ 1 データ 2 

ATC 信号の搬送波周波数が fa から fb に変化してから 

Tb の ATC 信号が確定するまでの時間の走行した距離ΔL 

 

 

軌道回路 Ta 軌道回路 Tｂ 

Ta の ATC 信号の搬送波 fa 

Ta の ATC 信号 

Tｂの ATC 信号 

Tｂの ATC 信号の搬送波 fb 

列車 

軌道回路境界からΔL

進んだとして補正 

 
 

図３．１７ 軌道回路境界での絶対位置補正 
 

また，筆者は無絶縁軌道回路区間においても有絶縁軌道回路の場合と同様に

軌道回路境界で位置補正する方法を提案している(3.7)．列車検知信号を車上で受

信検知できるように設備し，それまで受信していた列車検知信号が受信できな

くなった地点を軌道回路境界と判断し，有絶縁軌道回路の場合と同様の方法で

列車の絶対位置を補正する方法である（図３．１８）． 

 
 

図３．１８ 無絶縁軌道回路境界での絶対位置補正 

軌道回路 Ta 軌道回路 Tb 

列車検知信号ｆ１ 

ATC 信号 

列車検知信号ｆ
２
 

列車検知信号がｆ１からｆ２に変化 
列車検知信号も 
車上で受信できるようにする 

軌道回路 Tc 
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３．４ まとめ 
デジタル ATC における位置検知の高信頼化について検討した． 
地上からの位置検知には実績のある軌道回路を用いる．短絡抵抗の増大防止，

漏れコンダクタンスの変動対策には従来の手法で対応できることを示した．無

絶縁軌道回路については，漏れコンダクタンスの影響で軌道回路への進入位置

が変動することを考慮する必要がある．そして，列車検知信号の有無だけでな

く，信号を符号化し，符号に軌道回路の固有の情報を含めることで列車検知の

信頼性向上させる． 
車上からの位置検知については，初期位置の確定，車輪径の管理，滑走・空

転対策などによる車輪回転の積算による位置検知の信頼性向上について検討し

た．絶対位置の補正については新たに位置補正用のマーカを設けずに軌道回路

境界を利用した方法を提案し，現地試験により位置検知誤差を 1ｍ～－8ｍに抑

えることができることを確認した． 
 

３．５ 参考文献 

(3.1)渡辺郁夫，高重哲夫，軌道回路(12)，鉄道と電気技術，Vol.11，No.3，pp63-67，
2000 年 3 月 

(3.2)三田，秦：「本四架橋の軌道回路における短絡状態の改善」，鉄道と電気技

術，第 18 巻，3 号，pp30-34，2007 
(3.3)福田，板垣，寺田：「軌道回路の短絡不良要因と改善手法」，鉄道総研報告，

第 21 巻，第 11 号，pp5-10，2007 
(3.4)渡辺郁夫，高重哲夫，軌道回路(11)，鉄道と電気技術，Vol.11，No.2，pp66-70，

2000 年 2 月 
(3.5)渡辺郁夫，高重哲夫，直江正直，ディジタル軌道回路を利用した統合列車

制御，鉄道サイバネ論文集，pp156-159, 1991 年 8 月 
(3.6)渡辺郁夫，高重哲夫，志田洋，小林巧，内田清五，音無隆，犀川潤，山陽

新幹線におけるディジタル ATC 性能試験，鉄道総研報告，Vol.14，No.2，
pp41-46，2000 年 2 月 

(3.7)渡辺郁夫，高重哲夫：“列車位置検知装置”，特許第 3639386 号 



36 
 

第４章 制御情報伝送の高信頼化 
 

４．１ 電車電流のノイズに対する対策 
デジタル ATC では軌道回路を使って制御情報を車上に伝える．ATC が導入さ

れる対象となる新幹線をはじめとする交流電化区間と，大都市通勤線区をはじ

めとする直流電化区間では，必要な軌道回路長，機器室間隔，軌道回路に流れ

るノイズの状況も異なる．したがって，交流電化区間と直流電化区間とに分け

て，MSK 変復調方式による制御情報伝送の高信頼化について検討する． 
 
４．１．１ 交流電化区間 
（１） 新幹線区間(4.1)-(4.3) 
 新幹線の ATC で使用する周波数帯（600Hz~1600Hz）では，電源の高調波電

流が大きく発生する．電源高調波のうち，奇数次高調波は 20A，偶数時高調波

は１A 含まれる前提で設計されてきた．デジタル ATC においても，このような

条件下で確実に制御情報を伝送できる方法を検討する． 
電車電流における高調波電流を IＮ，軌道回路の左右レールに流れる電流の不

平衡率をＵｂとすると，ATC信号の妨害となる等価電流 Iｎは次式で与えられる． 
 

Iｎ＝0.5ＵｂIＮ    ------(4.1) 
 
（4.1）式は，左右のレールを流れる電流が等しいＵｂ＝0 の時は電車電流がどん

なに大きくても影響受けないことを示している．ところが，通常は最大Ｕｂ＝0.1
の不平衡が見込まれる．したがって，電車電流の電源の奇数次高調波の ATC へ

のノイズとなる等価電流 Iｎoddは，（4.1）式において，Uｂ＝0.1，IN＝20A を代

入して 
 
   Iｎodd＝１A   -----(4.2) 
 
となる．偶数次では IN＝1A を代入して 
 

Iｎeven＝50mA   -----(4.3) 
 
となる．すなわち，このレベルのノイズが ATC 信号に加わるとして設計する必

要がある． 
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図４．１は，MSK における平衡復調方式及び遅延検波方式による二つの復調

方式について，復調回路を試作し，安定して復調可能となる信号レベルに対す

るノイズレベルを測定した結果である(4.1)．信号レベルを一定とし，帯域内に単

一周波数の妨害波を加えた時に安定して受信できるノイズレベルをプロットし

たものである．平衡復調は二つの共振回路を差動に接続した構成で，遅延検波

は１ビット前のデータと排他的和をとって低域通過フィルタをとおして波形を

整形する構成である．帯域外の信号は，搬送波フィルタにより 40dB 減衰させて

いる． 
図４．１において，遅延検波方式と平衡復調方式を比較すると，平衡復調方

式の方がノイズに対して耐力がある特性を示している．以後，平衡復調方式に

おける耐ノイズ特性について検討する． 
 

 

 
図４．１ MSK における安定復調可能な信号に対するノイズレベル 

 
 

この復調方式が安定して動作するために，図４．１より信号帯域内の S/N を

12dB（電流比で約 4 倍）確保する必要がある．また，信号帯域のちょうど中心

周波数（搬送波周波数）では S/N を 6dB（電流比で約 2 倍）確保すれば十分で

ある．実際のノイズは単一周波数の妨害波 1 波のみではないが，帯域内の最大

ノイズのエネルギーがノイズ全体の大部分を占める場合が多いことから，S/N
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を上記のさらに２倍の余裕をみて確保すれば十分と判断する．したがって，必

要な ATC 短絡電流は，信号帯域内の最大妨害電流の約 8 倍，信号帯域の中心周

波数付近では最大妨害電流の約 4 倍を確保する． 
前述のように電源の奇数次高調波が ATC 信号に 1A 加わることを考慮すると

信号帯域内に奇数次高調波が入った場合にも，安定して復調するためには 8A 以

上の短絡電流を確保しなければならない．これを実現のためには極めて大きな

出力の送信機や，その信号を伝送するための機器が必要となり，コスト面から

も現実的ではない．したがって，ATC の信号帯域は奇数次高調波を避けて設定

する． 
信号帯域の設定方法は，図４．２に示すように以下の３方法が考えられる．

方法ａは電源の奇数次及び偶数次両方の高調波を避けて信号を設定する方法で

ある．方法ｂは奇数次より小さな偶数次高調波は信号帯域内に入ることを許容

するが，奇数次高調波は避けて帯域設定する方法である．方法ｃは奇数次高調

波のみを避けて設定し，さらに偶数次高調波が搬送波周波数と一致させる帯域

設定である．方法ｃは，帯域内のノイズに対しては S/N が 8 必要であるが，搬

送波周波数のノイズに対しては S/N が 4 確保できればよいとする図４．１の特

性を利用するものである．なお，方法ｃを電源同期 MSK と呼ぶ． 
電源同期 MSK の場合には信号帯域が広く設定できるため，伝送速度も高く設

定できるメリットがある．電源周波数の変動を最大 1％とすると，電源が 50Hz
及び 60Hz 区間において，電源の奇数次高調波のみを避けた場合の設定可能な信

号帯域を表４．１に示す．奇数次高調波間隔の 0.8 倍の帯域を確保できるとする．

電源同期では，使用周波数にかかわらず，電源周波数が 50Hz 区間では 80Hz
の信号帯域が，電源周波数が 60Hz 区間では 96Hz の信号帯域が確保できる．一

方，電源同期でない場合は，電源周波数 50Hz 区間では，500Hz で 72Hz，1ｋ
Hz で 64Hz，2ｋHz で 48Hz の信号帯域しか確保できない．周波数が高くなれ

ば設定可能な信号帯域は狭くなるので，電源高調波を避けて信号帯域を設定す

る場合は，電源同期としないときは低い周波数を使用する方が有利となる． 
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 奇数次高調波 奇数次高調波 

偶数次高調波 

使用帯域 

電源周波数の変動 
 

（ａ）奇数次及び偶数次高調波を避けた信号帯域設定：方法ａ 
 

 奇数次高調波 奇数次高調波 

偶数次高調波 

使用帯域 

電源周波数の変動 
 

（ｂ）奇数次高調波を避けた信号帯域設定：方法ｂ 
 

 奇数次高調波 奇数次高調波 

偶数次高調波 

使用帯域 

電源周波数の変動 
 

（ｃ）奇数次高調波を避け，偶数次高調波に搬送波周波数を一致：方法ｃ 
 

図４．２ MSK 変復調における ATC 信号帯域の設定方法 
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表４．１ 電源周波数が 1％変動したときに 
奇数次高調波を避けて設定可能な信号帯域 

周波数（Hz) 

設定可能な信号帯域（Hz） 

電源周波数 50Hz 電源周波数 60Hz 

方法ｃ 方法ｂ 方法ｃ 方法ｂ 

300 80 75 96 91 

400 80 74 96 90 

500 80 72 96 88 

600 80 70 96 86 

700 80 69 96 85 

800 80 67 96 83 

900 80 66 96 82 

1000 80 64 96 80 

1100 80 62 96 78 

1200 80 61 96 77 

1300 80 59 96 75 

1400 80 58 96 74 

1500 80 56 96 72 

1600 80 54 96 70 

1700 80 53 96 69 

1800 80 51 96 67 

1900 80 50 96 66 

2000 80 48 96 64 

 
各方法に関して，安定して復調できる短絡電流 Iｓは，方法ａに関しては S/N

が 8 確保できればよいことから電源高調波以外のノイズの等価電流を Iｎother と

すると 
 

Iｓ１ ＝8 Iｎother   -----(4.4) 

 
方法ｂに関しては，偶数次高調波のノイズの等価電流を Iｎevenとして 

 
Iｓ２ ＝8Iｎeven   -----(4.5) 

       ＝8・50ｍA 
    ＝400ｍA 
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方法ｃに関しては， 
 

Iｓ３ ＝max（4Iｎeven，8Iｎother）-----(4.6) 
    ＝max（200， 8Iｎother） 
 
で見積もることができる． 
 以下では，山陽新幹線で測定したノイズ環境を前提に，デジタル ATC の信号

帯域の設定方法について検討する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ａ） 力行時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｂ） 回生ブレーキ時 
 

図４．３ 新幹線での軌道回路に流れる電車電流の周波数成分 
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図４.３に山陽新幹線で停止から高速までの加速中，及び高速から停止までの

減速中の 400Hz～800Hz の軌道回路に流れるノイズの測定結果を示す(4.3)．図４．

３はコンバータ／インバータ制御新幹線の力行時及び回生ブレーキ時に受電器

で受信されるノイズを一定時間ピークホールドして得られたものをレール電流

に換算したものである． 
デジタルATCの信号帯域の搬送波の設定としては，方法ａでは450Hz，510Hz，

570Hz，630Hz，690Hz，750Hz，方法ｂ，方法ｃに関しては 480Hz，600Hz，
720Hz が考えられるが，方法ａに関しては，中でも最も大きなノイズがみられ

る回生ブレーキ時の 510Hz の帯域のノイズを，方法ｂ，方法ｃに関しては回生

ブレーキ時の 480Hz の帯域のノイズを前提に，安定した ATC 信号の送受信に

必要な条件を検討する． 
図４．３(b)より Iｎeven が 50ｍＡ，Iｎother は 40ｍA 程度であるので，必要な

ATC 短絡電流 Iｓは式(4.4)~式(4.6)より表４．２となる． 
 
 

表４．２ 信号帯域の設定方法と安定して復調可能な短絡電流 
信号帯域の設定方法 Iｎeven(mA) Iｎother(mA) Iｓ(mA) 

方法ａ 50 40 320 
方法ｂ 50 40 400 
方法ｃ 50 40 320 

 
 
この短絡電流を確保する周波数と軌道回路長について検討する．地上の機器

構成は図４．４とする．機器室間隔は 40ｋｍとしてケーブル長は 20km，送信

電力 20W，軌道回路長 1.2km とする．代表的な周波数として 500Hz 及び 1ｋ
Hz について検討する． 
図４．５は周波数 500Hz 及び 1kHz における軌道回路の漏れコンダクタンス

が 0.01S/km（軌道状態が良い状態）及び 0.36S/km（新幹線区間において軌道

状態が悪い状態）の条件での列車未在線時のレベルダイヤグラムの計算結果で

ある． 
500Hz では 20ｋｍのケーブルで 10dB~13dB 減衰する．また，1.2ｋｍの軌道

回路では G=0.01S/km で 4.6dB，G=0.36S/km で 13.5dB 程度減衰する．1kHz
ではケーブルで 9dB 減衰する．また，軌道回路では G=0.01S/km で 2dB，

G=0.36S/km で 13.5dB 程度減衰する． 
列車が軌道回路の受信端に在線する時のレベルダイヤグラムを図４．６に，

また列車が軌道回路の送信端から受信端まで移動したときの短絡電流の減衰の
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様子を図４．７に示す． 
図４．６より，周波数 500Hz ではケーブルで 11dB～13dB 減衰し，軌道回路

で G=0.01S/km の条件では 14dB 程度，G=0.36S/km の条件では 19dB 程度減

衰する．周波数 1kHz では，ケーブルで 9～11dB，軌道回路で G=0.01S/km で

14dB 程度，G=0.36S/km で 24dB 程度減衰する． 
また，短絡電流に関しては,図４．７より G=0.36S/km の条件で，周波数 500Hz

で軌道回路受信端の短絡電流は 340ｍA で，方法ａ及び方法ｃにおいて安定して

受信できる 320ｍA（表４．１）は確保できるが，方法ｂの 400ｍA は確保でき

ない．また，周波数 1kHz では軌道回路の受信端では 270ｍA の短絡電流を確保

できるに留まり，方法ａ及び方法ｃの安定して受信できるレベル 320ｍA の短絡

電流を確保できないことになる． 
 
 
 
 
 
 

600Ω 600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

600Ω 

600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

ケーブル 20km 
R:31.5Ω/km 
L:0.76mH/km 
C:40nF/km 
G:0S/km 

20W 軌道回路 1～1.2km 
R:1.7Ω/km 
L:1.3mH/km 
C:1μF/km 
G:0.01～0.36S/km 

送信点 

受信点 

MT1 MT2 ZB1 

MT4 MT3 ZB2 

図４．４ ATC 地上機器構成 
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（ｂ） 周波数 1kHz，軌道回路長 1.2km の場合 
 

図４．５ 列車未在線時のレベルダイヤグラム 

 （ａ） 周波数 500Hz，軌道回路長 1.2km の場合 
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 (ｂ)  周波数 1kHz，軌道回路長 1.2km の場合 

 
図４．６ 短絡時のレベルダイヤグラム 

 （ａ） 周波数 500Hz，軌道回路長 1.2km の場合 
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（ｂ） 周波数 1kHz，軌道回路長 1.2km の場合 
 

図４．７ 短絡電流の変化 

（ａ）  周波数 500Hz，軌道回路長 1.2km の場合 
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次に軌道回路の漏れコンダクタンスを 0.36S/km とし，軌道回路長を

1000m~1200m，周波数を 300Hz～1300Hz まで変化させた時に軌道回路受信端

の短絡電流を計算による求めた結果を図４．８に示す． 
図４．８より，方法ａ，方法ｃでは 700Ｈｚ以下の信号帯域を使用することで

短絡電流は 320mA を超え，安定した ATC 信号の受信が可能となる． 
軌道回路長 1000ｍとすると，方法ｂでも 700Hz 以下の周波数で 400mA を超

え，十分な短絡電流の確保が可能となる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．８ 軌道回路受信端の短絡電流（G=0.36S/km） 
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（２）在来線交流電化区間 
 デジタル ATC を交流電化区間の都市間輸送区間に適用する場合でも，基本的

に新幹線区間と同様の考え方が成り立つ．図４．９に在来線交流電化区間（電

源周波数 50Hz）における測定した電車電流の周波数分析結果を示す(4.4)． 
図４．９は 1 ユニット分の電流である．電源周波数の基本波（50Hz）に対して

周波数のマイナス 1.66 乗の奇数次高調波が発生している．基本波（50Hz）が１

ユニットで 100A 発生しているが，編成として 5 倍の 500A 発生すると仮定する

と，図４．９の破線で示すような電源の奇数次高調波が発生することになり，

周波数ｆHz の奇数次電源高調波 IN は（4.7）式で与えられる． 
 

IN＝500/（ｆ/50）1.66    -----(4.7) 
 

 
  

図４．９ 在来交流電化区間の電車電流の周波数分析 
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一方，偶数次高調波に関しては，5 ユニット分に換算すると 100Hz で 0.5A，

200Hz で 0.25A，300Hz で 0.15A, 400Hz 以上では 50ｍA 程度発生すること

になる． 
これらのノイズ環境のもとで，安定して ATC 信号を車上に伝送する手法を検

討する． 
電源の奇数次高調波が ATC 信号帯域内にある場合を想定すると，安定して

ATC 信号を復調できる短絡電流は等価妨害電流の約８倍確保する必要があるか

ら，確保すべき短絡電流は表４．３なる．表より 1050Hz で 1.3A，2050Hz で

420ｍA 必要となり，実現するためには大きな送信電力が必要となる．したがっ

て，新幹線の区間と同様に電源の奇数次高調波を避けて信号帯域を設定する 
 

表４．３ 想定される奇数次高調波の等価妨害電流と 
安定して復調するために必要な短絡電流 

周波数（Hz) 
電車電流に含まれ

る高調波（A) 
等価妨害電流（ｍA) 

安定復調に必要な 

短絡電流（ｍA） 

50 500.00 25000 200,000 
150 80.71 4036 32,286 
250 34.57 1728 13,827 
350 19.77 989 7,910 
450 13.03 651 5,212 
550 9.34 467 3,735 
650 7.08 354 2,831 
750 5.58 279 2,232 
850 4.53 227 1,813 
950 3.77 188 1,508 
1050 3.19 160 1,277 
1150 2.74 137 1,098 
1250 2.39 119 956 
1350 2.10 105 841 
1450 1.87 93 747 
1550 1.67 84 669 
1650 1.51 75 603 
1750 1.37 68 547 
1850 1.25 62 499 
1950 1.14 57 457 
2050 1.05 53 421 
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ことを提案する． 
次に電源の偶数次高調波が ATC 帯域内にある場合を想定する．安定して ATC

信号を復調できる短絡電流は奇数次高調波の場合と同様に表４．４のように求

めることができる．表４．４より 200Hz では 500ｍA の大きな短絡電流が必要

となり，300Hz では 300mA の短絡電流が必要となる． 
 

表４．４ 想定される偶数次高調波の等価妨害電流と 
安定して復調するために必要な短絡電流 

周波数（Hz) 
電車電流に含まれ

る高調波（A) 
等価妨害電流（ｍA) 

安定復調に必要な 

短絡電流（ｍA） 

100 0.5 125 1000 

200 0.25 63 500 

300 0.15 38 300 

400 0.08 20 160 

500 以上 0.05 13 100 

 
 在来線の条件を考慮して，図４．１０の機器構成で検討する．機器室間隔を

30ｋｍ（ケーブル長 15ｋｍ），送信機出力 10W，軌道回路長 1.5km とする．軌

道回路の漏れコンダクタンスは 0.01S/ｋｍ（軌道状態が良い状態）から 0.5S/km
（交流電化区の在来線において軌道状態が悪い状態）まで変化するものとする．

周波数は 500Hz，1kHz，2kHz を検討する． 
送信点からの短絡電流の変化を図４．１１に示す．ATC 信号の周波数はそれ

ぞれ図４．１１(a)が 500Hz，図４．１１(b)が 1kHz，図４．１１(ｃ)が 2kHz
である． 

 
 600Ω 600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

600Ω 

600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

ケーブル 15km 

送信機 10W 
軌道回路 
R:1.7Ω/km 
L:1.3mH/km 
C:1μF/km 
G:0.01～0.5S/km 

送信点 

受信点 

MT1 MT2 ZB1 

MT4 MT3 ZB2 

 
図４．１０ 在来線交流電化区間の ATC 地上機器構成 
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（ａ）周波数 500Hz，軌道回路長 1.5km 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｂ）周波数 1kHz，軌道回路長 1.5km 
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 （ｃ）周波数 2kHz，軌道回路長 1.5km 
 

図４．１１ 短絡電流の変化 
 
 
信号周波数 500Hz では，軌道回路の送信端では 1.1A の短絡電流が，軌道回

路での減衰により受信端では G=0.01S/km で 0.34A，軌道状態が悪い

G=0.5S/km では 0.17A に減衰するが，安定した ATC 信号の伝送は可能である． 
信号周波数 1kHz では，送信端では 1.1A の短絡電流が，軌道回路での減衰に

より受信端では G=0.01S/km で 0.39A，G=0.5S/km では 0.12A に減衰するがい

ずれも安定した ATC 信号の伝送は可能である． 
信号周波数 2kHz では，送信端では 1A の短絡電流が，軌道回路での減衰によ

り受信端では G=0.01S/km で 0.22A で安定した ATC 信号の伝送は可能である

が，G=0.5S/km では 0.045A に減衰し，安定した ATC 信号の復調が困難となる． 
なお，図４．１２に列車在線時のレベルダイヤグラムを，図４．１３に列車

未在線時のレベルダイヤグラムを示す． 
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（ａ）周波数 500Hz，軌道回路長 1.5km の場合 

（ｂ）周波数 1kHz，軌道回路長 1.5km の場合 
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（ｃ）周波数 2kHz，軌道回路長 1.5km の場合 
 

図４．１２ 短絡時のレベルダイヤグラム 
 

（ａ）周波数 500Hz，軌道回路長 1.5km の場合 
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(ｂ) 周波数 1kHz，軌道回路長 1.5km の場合 

（ｃ）周波数 2kHz，軌道回路長 1.5km の場合 
 

図４．１３ 列車未在線時のレベルダイヤグラム 
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次に軌道回路の漏れコンダクタンスを 0.5S/km とし，軌道回路長を 1km，

1.2km，1.5km，周波数を 300Hz～2000Hz まで変化させたときに軌道回路受信

端の短絡電流を求める．結果を図４．１４に示す． 
図より軌道回路長 1.5kmでは周波数を 400Hzから 1200Hzの範囲に設定すれ

ば安定した ATC 信号の伝送が可能となる．軌道回路長を 1km に制限すれば，

300Hz から 2kHz の周波数において，安定した ATC 制御情報の伝送が可能とな

る． 
 
 

 
図４．１４ 短絡電流と周波数との関係 

 
 
なお，ディーゼル車は地上と車上の周波数の基準となる電源信号が車上で得

られず，電源同期 MSK が採用できない場合がある．この場合，電源周波数の変

動を 1%とすると，1kHz では避けるべき奇数次高調波の周波数が 10Hz 変動す

ることになり，その分を考慮して信号帯域を狭く設定する必要がある．したが

って，信号帯域を広く確保するためには周波数は低い方が有利である． 

電源周波数 50Hz の在来線で，500Hz 及び 600Hz の周波数を使用し，60bps
の MSK 伝送について試験を実施し，地上-車上の安定した伝送が可能であるこ

とを確認した(4.4)． 
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４．１．２ 直流電化区間 
直流電化区間において，かつ変電所で 6 パルス整流器を使用している区間で

は，電源周波数の 6 次の高調波（電源周波数が 50Hz では 300Hz，電源周波数

が 60Hz 区間では 360Hz）が大きく発生する．図４．１５は，直流電化区間で

測定したき線電流の高調波分析結果例である(4.5)．300Hz が 50A 程度含まれて

おり，さらにその高調波(300Hz の高調波)は次数のマイナス二乗に比例して発生

している． 
 

 
図４．１５ 直流電化区間の電源高調波ノイズ測定例 
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一方，通勤線区では，時間当たりの列車本数を増やすため，軌道回路を比較

的短く設定する（最大 400ｍ程度）．また，ATC 信号の送信頻度を高める必要が

あり伝送速度も高くする必要がある．そのためには広い信号帯域が必要となる． 
そこで，電源の奇数次高調波も帯域内に入ることを許容し，それらのノイズ

に打ち勝つ十分な ATC 信号の短絡電流が確保できる周波数，軌道回路長，送信

電力を検討する． 
現在はインバータ制御車が主流である．図４．１６に示すように，インバー

タ制御車は速度に依存したノイズなど，様々な周波数のノイズを発生させる(4.6)．

したがって，まず電源高調波の次数のマイナス二乗で発生する高調波ノイズを

考慮し，これらが発生するもとで安定した ATC 信号を送信可能な軌道回路構成

を検討する．インバータ車の制御に固有の大きく発生するノイズについては，

その発生する周波数を避けて ATC 信号を設定するか，あるいは ATC 信号が使

う周波数帯のノイズが車両から発生しないように対策を検討する．  
 
 

 

 
図４．１６ 直流電気車（インバータ制御）の加速時のノイズ測定例 
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（１）有絶縁軌道回路区間 
図４．１７の機器構成で，有絶縁軌道回路の受信端において安定して ATC 信

号が受信できる短絡電流（6 次高調波電流の 8 倍）について検討する． 
 

 
 

600Ω 600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

600Ω 

600Ω:350Ω 350Ω:600Ω 10:1 

ケーブル 10km 
R:31.5Ω/km 
L:0.76mH/km 
C:40nF/km 
G:0S/km 

10W/5W 軌道回路 400ｍ 
R:5Ω/km 
L:1.3mH/km 
C:1μF/km 
G:0.36S/km 

送信点 

受信点 

MT1 MT2 ZB1 

MT4 MT3 ZB2 

 

図４．１７ 直流電化区間の ATC 地上機器構成 
 
 

図４．１８に，送信電力 5W，軌道回路の受信端短絡時のレベルダイヤグラム

を示す．また，図４．１９に，軌道回路の漏れコンダクタンス 0.01S/ｋｍ及び

0.36S/km の場合について，軌道回路の送信端から受信端までの短絡電流の変化

を示す． 
図４．１８より周波数 2kHz では 10km のケーブルで 5dB 減衰し，軌道回路

では G=0.01S/km で 13dB，G=0.36S/km で 17dB 減衰する． 
周波数 5kHz では，軌道回路の G=0.01S/km のときケーブルで 14dB，軌道回

路で 14dB 減衰し，G=0.36S/km ではケーブルで 10dB，軌道回路で 22dB 減衰

する． 
周波数 10kHz では，軌道回路の G=0.01S/km のときケーブルで 19dB，軌道

回路で 15dB し，G=0.36S/km ではケーブルで 13dB，軌道回路で 28dB 減衰す

る． 
図４．１９より，いずれの周波数においても，軌道回路の受信端で安定して

ATC 信号が受信できる短絡電流が得られることがわかる． 
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（ａ）周波数 2kHz の場合 

 
 
 

 
（ｂ） 周波数 5kHz の場合 
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（ｃ） 周波数 10kHz の場合 

 
図４．１８ 列車在線時のレベルダイヤグラム 

 
 
 

 
（ａ） 周波数 2kHz の場合 
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（ｂ） 周波数 5kHz の場合 

 
 
 
 
 

 
（ｃ）周波数 10kHz の場合 

 
図４．１９ 短絡電流の変化 
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次に，周波数を 300Hz から 10kHz までの変化させたときの，送信機出力 10W

及び 5W の時の，軌道回路受信端における短絡電流のシミュレーション結果を

図４．２０に示す．ATC 信号の安定した受信が可能となる電源の 6 次高調波の

8 倍の値も合わせて示す．図より，送信機出力 10W では 1800Hz 以上の周波数

で，5W では 2kHz 以上の周波数を使用することで，安定した受信が可能となる

短絡電流を確保できる． 
 

 

 
図４．２０ 直流電化区間における安定して受信可能な短絡電流 
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（２）無絶縁軌道回路区間 
通勤線区では，軌道回路境界に絶縁を設けない無絶縁軌道回路が使用される

場合もある．無絶縁軌道回路区間の ATC 信号について検討する．機器構成は図

４．２１となる．図４．２１（ａ）で一つの軌道回路（１T）に着目し図４．２

２（ｂ）の構成で検討する． 
 

１／２Ｔ 

列車検知

信号送信 

ＭＴ 

ＭＴ 

０Ｔ １Ｔ 

ＭＴ 

ＭＴ 

ＭＴ 

ＭＴ 

２Ｔ ３Ｔ 

１ ２ ３ 

分波器 

ＡＴＣ 

信号 

送信 
分波器 分波器 

ＡＴＣ 

信号 

送信 

ＡＴＣ 

信号 

送信 

２/３Ｔ 

列車検知

信号受信 

０/1Ｔ 

列車検知

信号受信 

400m～60m 400m 

先行列車 後続列車 

 
（ａ） 全体の機器構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｂ） 軌道回路１T に着目 
 

図４．２１ 無絶縁軌道回路区間の ATC 機器構成 

 

600Ω 600Ω:150Ω 150Ω:3Ω 

600Ω 

600Ω:150Ω 150Ω:3Ω 

ケーブル 10km 
R:31.5Ω/km 
L:0.76mH/km 
C:40nF/km 
G:0S/km 

10W 軌道回路：400ｍ 
R:5Ω/km 
L:1.3mH/km 
C:1μF/km 
G:0.36S/km 

送信点 

受信点 

MT1 MT2 

MT4 MT3 

10kΩ 

10kΩ 

先行列車 
400ｍ~60ｍ 
0.1Ω 
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無絶縁軌道回路においては，後続列車が先行列車に接近するとき，後続列車

に送るべき ATC 信号が先行列車側にも流れてしまうので，オーバラップ（先行

列車に接近するとき余裕であける軌道回路）を１区間設定する．先行列車の位

置を送信点より前方400m，200m，60mに変化させたとき，周波数2kHz，5kHz，
10kHz における送信点から 400m 地点に後続列車が在線するときのレベルダイ

ヤグラムを図４．２２に示す． 
図４．２２に示すように，周波数 2kHz では先行列車が 60m と接近している

ときはケーブルでの損失が最大 12dB となるほか，軌道回路送信後も先行列車の

短絡による短絡電流による損失が 7dB 程度あるため，後続列車に届く信号は約

3dBm 程度に減衰する．先行列車が 200m，400m と離れるにしたがい，先行列

車の方に流れる電流は減少し，周波数 5kHz～10kHz では 2dB 程度しか減少し

なくなる．したがって，周波数が高い方が先行列車在線時の影響は少ない．一

方，軌道回路での減衰に関しては，周波数２kHzで17dB，周波数5kHzで22dB，

周波数10kHzで28dB程度の減衰となる．周波数が高いほど減衰は大きくなる． 
次に，図４．２３に周波数を 2kHz，5kHz 及び 10kHz に変化させたときの，

短絡電流の変化を示す．周波数 2kHz では先行列車が 400m 先にいるときは，

送信点から 300m までは十分な短絡電流が得られるが，60m 先にいるときには

送信点から 80ｍ程度までしか十分な短絡電流は確保できない．周波数が 5kHz，
10kHzでは先行列車が60m以上先にいるときにも十分な短絡電流が確保できる． 

 

 
 

（ａ） 周波数 2kHz の場合 
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（ｂ） 周波数 5kHz の場合 
 
 
 

 
 

（ｃ） 周波数 10kHz の場合 
 

図４．２２ 列車在線時のレベルダイヤ 
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（ａ） 周波数 2kHz の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（ｂ） 周波数 5kHz の場合 
 
 



68 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｃ） 周波数 10kHz の場合 
 

図４．２３ 短絡電流の変化 
 
 
 

図４．２４に周波数を 300Hz から 10kHz に変化させたとき，400ｍの軌道回

路において受信端で得られる短絡電流を示す．また，電源の６次高潮波の 8 倍

の短絡電流（安定して ATC が受信できる電流レベル）を合わせて示す． 
図より，先行列車が在線する位置が軌道回路の送信点から 60ｍ前方に在線す

る時は 3600Hz 以上の周波数を，200ｍ前方の場合は 2700Hz 以上の周波数を使

用することで十分な短絡電流を確保できる．このように列車間隔が短い線区で

は周波数が高い方が有利となる． 
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図４．２４ 列車の短絡位置と実現できる短絡電流 
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４．１．３ 列車による電車電流の影響確認試験 
実際の電車電流が流れる環境下でデジタル ATC の情報伝送について，鉄道事

業者の協力を得て性能確認試験を実施した． 
（１）新幹線区間 
山陽新幹線でデジタル ATC 信号を実際の軌道回路に重畳し，デジタル ATC

装置を仮設した試験車両が試験区間を走行する際に受信するデジタルATC信号

のフレーム誤りを測定した(4.2) (4.3)．試験の地上機器構成を図４．２５，車上機器

構成を図４．２６に示す．また，主な電気性能を表４．５に示す． 
地上の試験区間は，JR 西日本山陽新幹線小倉－博多間の下り線の 10 軌道回

路で，軌道回路長は 450m～1187m である．最大ケーブル長は約 6km，送信電

力は 10W である．  
図４．２５に示すように，地上では実際に使用している ATC とデジタル ATC

の相互干渉をなくすために，現用の ATC の送信側にハイパスフィルタ（ＨＰＦ)，
デジタル ATC 側にはローパスフィルタ(ＬＰＦ)を挿入した．これらのフィルタ

の挿入による損失は１～３ｄＢ程度である．なお，この構成で ATC 信号を送信

するために必要な短絡電流 320ｍA は確保している． 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４．２５ デジタル ATC 性能試験の地上機器構成 

 

軌道回路 

HPF 

現用 ATC 

デジタル ATC 

送信 

受信 

送信 

現用 ATC 信号 

デジタル ATC 信号 

列車位置情報 

信号機器室 LPF 
列車検知波・ 

有絶縁 AF 
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デジタルATC 

受信器 
ﾌﾞﾚｰｷ 

I/F 

運転台表示器 

デジタルATC 

制御器 

受電器 

ATC 信 号

速度パルス 

ﾊﾟｲﾛｯﾄ信号 

 
図４．２６ デジタル ATC 性能試験の車上機器構成 

 
 

 

表４．５ 試験時のデジタル ATC の基本的な電気性能 

(a)通信方式 電源同期 MSK 

(b)搬送波/変調周波数 480Hz±21Hz 

(c)伝送速度 84bps 

(d)ﾌﾚ-ﾑ構成 ﾌﾚ-ﾑ長(48bit) 

  但し先頭フラグは除いた CRC を含むデータに連続 4個 

  の”1”毎に”0”を挿入 

･ﾌﾗｸﾞ(6bit)："111110" 

･ﾃﾞ-ﾀ(34bit)：線区番号(2bit),駅番号(5bit), 

             軌道回路 ID(7bit),構内/中間(1bit), 

             A 線/B 線(1bit),開通区間数(5bit), 

             到着番線(3bit),制限速度(2bit), 

             制限までの開通区間数(5bit), 

             予備(2bit),非常停止(1bit) 

･CRC(8bit)：多項式ｘ８＋ｘ６＋ｘ３＋ｘ２＋ｘ＋１ 

(e)軌道回路方式 有絶縁 AF軌道回路 

 
 
試験車両は 100 系を使用し，受電器からの ATC 信号は，検査用のコネクタか

ら高抵抗，絶縁アンプを介して受信器に入力した．  
４つの期間に分けて試験を実施した．試験区間を合計約 40 走行し，地上－車

上のディジタル符号伝送のほか，車上の連続位置検知，ブレーキパターンの発
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生・ブレーキ制御などの試験を実施した． 
図４．２７にフレーム誤り率の測定結果を示す．１フレームが 48 ビットで構

成されており，すべてのビットを完全に受信しなければそのフレームが無効に

なるため，軌道回路境界では必然的にエラーが発生する．図４．２７は軌道回

路境界で発生したエラーを除いた数値である． 
 
 

伝送試験 伝送試験

（再現試験）(第 1回)

ブレーキ試験

(第 2回) (第 3 回)

1.149%

0.522%
0.593%

0.446%

0.941%

 
図４．２７ フレーム誤り率の測定結果 

 
 
伝送試験ではフレーム誤り率は 1.15%であった．しかし，この時の車上試験機

器の設置場所がモータの直上であり，その直達ノイズの影響があったと予想さ

れたため，収集した受信データを使って室内で再度同様な試験を実施した．そ

の結果 0.52%とフレーム誤り率は減少した．受信機のゲイン調整が不適当であ

った第３回ブレーキ試験を除いて，その後の試験でも 0.6%以下の誤り率が確保

できた．第３回ブレーキ試験についても，ゲインを再調整し，収集したデータ

を使った再試験では同様の 0.5%程度の値が得られた． 
試験では，受電器からの ATC 信号を現行 ATC 受電器から高抵抗，絶縁アンプ

を介して受信器に入力したこと，機器の配置，機器間の配線，電源などの設置

環境があまりよくなかったことなどを考慮すると，この数値はさらに改善でき

ると考える．なお，エラーの最大継続時間は 1.9 秒であった．これはフレームの

連続エラーが最大２回であったことを示す．また，他の情報と間違えるような

見逃し誤りは無かった． 
試験で得られたフレーム誤り率 0.6%は，48 ビットのフレーム構成であるから
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ビット誤り率ｐに換算すると次式で試算できる． 
 
 ｐ≒ｅｆ/48=1.25×10-4  (4.8) 
 
（２）在来線区間 
直流電化区間の電源周波数が 50Hz 及び 60Hz の区間で，デジタル ATC 信号

のノイズ特性試験を実施した(4.4)．試験の機器構成を図４．２８示す．短絡電流

100ｍA 相当の信号を試作した受信機に入力するとともに，実際の電車電流のノ

イズを車両の先頭に取り付けた左右それぞれの受電器から取り込み，それらの

不平衡率が 10％となるように左右の受電器出力のゲインを調整して信号に加え

た．受信結果を長期にわたりデータロガーに蓄積した． 
周波数を 2ｋHz~5.2kHz まで変化させたときのフレームエラー率及び最大エ

ラー継続時間をそれぞれ図４．２９及び図４．３０示す．図４．２９より周波

数が 3.4ｋHz 以上を使用することで，伝送速度 320bps でもフレームエラー率

が 10-4 のオーダとなり，また図４．３０よりエラー継続時間も１秒以下とする

ことができ，安定した ATC 信号の伝送が可能とすることを確認できた． 
 

 
 

 
 

図４．２８ デジタル ATC ノイズ試験機器構成 
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図４．２９ デジタル ATC 信号周波数とフレームエラー率 
 

 
図４．３０ デジタル ATC 信号周波数と最大エラー継続時間 
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４．２ 車上機器からのノイズに対する対策 
 ATC では先頭車両の先頭軸前方に取り付けた受電器でレールに流れる信号を

ピックアップする．先頭車が M 車の場合には，レールに流れる電車電流の影響

のほか床下の主電動機や配線からの直達ノイズの影響に対する対策も必要とな

る．以下の対策が有効との報告がなされており(4.7)，これらの方法を組み合わせ

て利用する． 
・インバータのスイッチングの高調波を信号で使用する周波数と一致させない

ようにする 
・主電動機の３相線や主変圧器の２次巻線にコアを挿入したり，バイパスコン

デンサを付加し，発生源のノイズを低減する 
・機器・配線を遮断したり，配線のツイスト，シールド化などの艤装とする 
 

４．３ 符号による情報伝送の信頼性向上 
 地上から車上へ伝送する項目とフォーマットは図４．３１を基本とする．伝

送するフレームは，符号の最初を示すフラグ，軌道回路 ID，開通区間数などの

データ及び，CRC(Cyclic Redundancy Check)符号で構成する．情報 50 ビット，

フラグ，CRC がそれぞれ 8ビットとすると，伝送するフレーム長は 66 ビットで

ある． 

 

8 ビットのフラグは”11111110”で構成し，そのあとに続く情報ビットに”1”が 6

回連続するとき”0”を挿入し，先頭フラグ以外には”1”が連続 7回続かないように

する．このようなフラグを付加することで，地上から繰り返し送信されるデー

タフレームの先頭を車上装置が容易に検知できるようにする． 

情報 50 ビットに対して，CRC を 8ビット付加することで符号のハミング距離

4以上を確保する．また，同一データを 2 回受信し，それらのデータが一致した

 

フラグ データ CRC 

送信通番 
軌道回路 ID 
駅到着/出発番線 
開通区間数 
臨時速度制限(制限区間・制限速度) 
その他 

 

図４．３１  地上から車上への伝送内容 



76 
 

とき正常と判定する．車上では一旦ブレーキパターンを発生させるとそのブレ

ーキパターンにより安全は確保されるので，その後データが更新されなくても

緊急停止などの要求がない限り安全上問題ない．したがって通常の制御におい

ては，ある程度の時間（数秒～10 秒）連続して ATC 信号が受信できなくても危

険な状態は発生しない．ただし，緊急停止ボタン扱い等の対応については別途

信号を割り当てるなどして，その扱いが直ちに検知できる対策が必要である． 
４．１．３項で述べたように，新幹線区間で実施して得られた軌道回路によ

る符号伝送のビット誤りについては，ビット誤り率ｐ≒1.25×10-4が得られたの

で，この値をベースにデジタル ATC の情報伝送の信頼性について検討する(4.2)． 

１フレームあたりの見逃し誤り率ｅｃは，8 ビットはフレーム先頭フラグであ

り，符号のハミング距離は 4 確保できるので１フレームあたりの見逃し誤り率

ｅｃは，次式で試算できる． 
 

ｅｃ≒(66-8）C４･ｐ
４=58C４･（1.25×10-4）４＝1.04×10-10 (4.9) 

 
他の情報と間違う 1 時間あたりの見逃し誤り率Ｅｃは，データの２回一致で正

常と判定するので（4.10）式で表され，伝送速度ｖｆ＝84bps を入力すると 
 

Ｅｃ=(ｖｆ/66)×3600×(ｅｃ)２ 
   =4.91×10－17(/ｈ)      (4.10) 
 
となり，十分小さな値となる． 
次に，車上で正常なデータ受信ができない場合を考える． 9 フレーム連続受

信異常（軌道回路境界で 2 フレーム壊れ，その後 7 フレーム連続受信異常を想

定，約 7 秒間に相当）のとき受信断と判定する場合について検討する．これは

図４．３２に示すように，新しい軌道回路境界通過時に 2 フレームは受信でき

ず，さらに７フレーム受信できない場合に相当する．7 フレーム連続受信できな

い場合を想定すると，伝送速度をｖｆ=84bps として，１時間あたりの受信断に

なる確率Ｅｆは， 
 
 Ｅｆ=(ｖｆ/66)×3600×(66ｐ)７ 
    =1.19×10－11(/ｈ)      (4.11) 
 
 
となる．これは１日 500 本の新幹線が１８時間走行すると仮定して 1000 年以上

発生しない確率であり，実用上問題ない伝送品質である． 
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 軌道回路境界 

列車 

フレームｎ フレームｎ-1 

フレーム 1 フレーム 2 フレーム 8 

軌道回路境界通過時のデータのみが受信できない場合 

軌道回路境界通過後 8 フレーム連続データが受信できない場合  

 
図４．３２ 軌道回路境界で ATC 電文の不受信 

 

４．４ まとめ 
 デジタル ATC の制御情報の MSK 変調による伝送の高信頼化について検討し

た．新幹線区間では電源周波数が 1％変動しても，大きく発生する電源の奇数次

高調波を常に避けて，かつ比較的小さな偶数次高調波が帯域の中心となるよう

に信号設定を行う電源同期 MSK 変復調方式を提案した．本方式を使用した伝送

速度 84bps の伝送を実現する試作装置を用いて新幹線区間で試験を行い，

1.25×10-4 のビット誤り率の伝送品質が得られることを確認した．この伝送品質

で ATC システムとして高い信頼性を確保できることを示した． 
 また，交流電化区間及び直流電化区間のそれぞれの環境下で安定した ATC 信

号の伝送を可能とする信号周波数と信号帯域，軌道回路長，送信電力の設定方

法を示した． 
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第５章 デジタル ATC におけるブレーキ制御 
 

５．１ ブレーキパターンの作成 
 デジタル ATC では，自列車の位置を車輪回転の積算により連続的に検知し，

同時に地上からATC情報として送られてくる先行列車の在線軌道回路情報を受

信し，それらの情報から先行列車が在線する軌道回路境界までの距離を正確に

算出して，その距離に余裕を持たせて安全に停止できるブレーキパターンを発

生させる． 
 図５．１に示すように停止目標までの間に曲線速度制限や分岐器速度制限が

あれば，それらに関するブレーキパタンをすべて作成し，走行速度が最も低い

パターンを優先する．なお，曲線や分岐の速度制限の解除のタイミングは列車

長を考慮する． 

 
列車長 

停止目標位置 
曲線制限 

分岐器制限 

列車位置 

速

度 

先行列車 

余裕距離 

後続列車 

 
図５．１ 曲線制限や分岐器速度制限に対するブレーキパターン 

 
 
ブレーキパターンを発生させる区間に勾配が存在する場合にはブレーキ性能

に影響を与える．勾配情報は車上のデータベースに記憶されており，この情報

を考慮してブレーキ性能を補正してブレーキパターンを作成する．図５．２は

下り勾配があるときのブレーキパターンの作成である．下り勾配の区間のブレ

ーキパターンに使用する減速度は，平坦区間の減速度より勾配によるブレーキ

力の低下を考慮して小さ目に補正する． 
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列車位置 

速

度 

下り勾配 

列車長 

下り勾配を考慮したブレーキパターン 

 

図５．２ ブレーキパターンの勾配補正 
 
 
ブレーキパターンの計算は，停止目標位置から離散的に列車の在線する位置

まで行う．新幹線ではブレーキ距離が長いので 10km 程度前方からブレーキパ

ターンを計算する必要があるため，計算量と計算精度を考慮し，ブレーキパタ

ーンの計算間隔（距離）を段階的に設定する．例えば列車からの位置が 250m
以下では 1m，1km 以下では 10m，それより遠方では 100m 刻みにブレーキパ

ターンを計算する(5.1)．この計算方法では，10 ビットあれば 19ｋｍまでの距離

を計算できる．離散的に計算することによる誤差は図５．３に示すように直線

的に補完されるため，実際の制御は全て安全側になる， 
 

 

停止目標位置 

計算間隔 

連続的に計算した場合よりも常に内側， 
つまり低い速度のパターンになる 

 

図５．３ デジタル ATC のブレーキパターンの計算 
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 ブレーキ性能の設定に関しては速度域毎に減速度を設定できるようにする．

これにより，速度域が広がって，減速度が大きく変化する場合にも，精度良く

ブレーキパターンを生成できる． 
 実際のブレーキの減速度は，車輪径，摩擦係数，BC 圧（ブレーキシリンダー

の圧力），機械効率等のばらつきにより，仕様の値より小さくなることがある．

したがって，ブレーキパターンの計算で用いる減速度は，これらを考慮して小

さ目の値で，速度域毎に段階的に設定する． 
 

５．２ 速度照査及びブレーキ制御出力 
デジタルATCでは，作成したブレーキパターンによりブレーキ制御を行うが，

列車間隔を必要以上に広げないため，列車の実速度がある程度ブレーキパター

ンに追従するようにブレーキ力を制御することが必要な場合がある．このよう

な制御の実現方法として，ブレーキパターンと列車の実速度をリアルタイムで

比較し，それらの間の差を利用してブレーキ力を決める方法を検討した（5.2）（5.3）． 
列車速度がブレーキパターンを下回るときはブレーキ力を弱め，その逆の場

合はブレーキ力を強めるようにすると（図５．４），最終的にはブレーキパター

ンと列車速度との差である速度偏差をある一定の範囲内に保ったまま減速させ

ることが出来る．このように実速度を制御演算にフィードバックする制御を行

うことで，安定で減速パターンに追従性のよい１段ブレーキ制御を実現する手

法を提案した． 
 

列
車

速
度

減
速

パ
タ
ー

ン

速度

時間

列車速度＜減速パターン なので
ブレーキ力を弱める

列車速度＞減速パターン なので
ブレーキ力を強める

列
車

速
度

減
速

パ
タ
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ン

速度

時間

列車速度＜減速パターン なので
ブレーキ力を弱める

列車速度＞減速パターン なので
ブレーキ力を強める

 
図５．４ ブレーキパターンへの追従制御の動作 
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ブレーキパターン追従制御を行うためには，速度偏差に応じてブレーキ力の増

減を行うしくみが必要となる．速度偏差は減速状態により常に変化するので，

速度偏差に比例して連続的にブレーキ力を増減できれば理想的である．この場

合は，速度偏差に対して適当な比例係数を乗じたものをブレーキ力指令として，

BC 圧若しくは電気ブレーキ力に変換するシステムを各車に搭載する必要があ

る（図５．５）． 
従来のブレーキ制御システムを大きな変更なしに利用する方法の１つとして，

速度偏差の値をある閾値に区切り，それぞれを各ブレーキノッチに割付け，速

度偏差の変化に応じてブレーキノッチを切換える方法が考えられる（図５．６）．

この方法では，車両に既存のブレーキ指令回路やブレーキ制御装置をそのまま

使用することができる．この場合，各閾値の範囲内ではブレーキノッチが一定

となり，ノイズ等による速度偏差の不用意な変動に対して応答が鈍くなる利点

もある． 
 
 

 

 
 

図５．５ ブレーキ力制御方法（連続制御） 
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図５．６ ブレーキ力制御方法（ノッチ切換制御） 

 

５．３ ブレーキ制御の現車試験 
図５．６のノッチ切換制御によるブレーキ制御に関する試験を山陽新幹線で実

施した(5.2),(5.3)．車上のブレーキパターン作成用の減速度は 0～70～100～150～
200～230km/h の５つの速度段毎に設定した．最終的には走行抵抗を加味した

減速度を採用した．余裕距離は閉そく境界から 50m 確保した． 
主なブレーキ制御試験の条件を表５．１に示す．また，常用ブレーキの４N

のブレーキ性能をベースに制御を行うときのデジタルATCのブレーキパターン

作成に用いた減速度を図５．７に示す． 
 

表５．１ 主な試験条件 
試験区間      ： 山陽新幹線 小倉－博多 
試験車両      ： 100N 系 
線路状態      ： 乾燥 
荷重条件      ： 空車 
基準ノッチ     ： 4N，5N，6N 
ノッチ割り付け刻み ： 2km/h，1km/h 
制御周期      ：  1 秒 
電気ブレーキ    ：  入り/切り 
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図５．７ デジタル ATC のブレーキパターン作成に使用した減速度 

（基準ノッチ 4 の場合） 
 
なお，低速度域でのブレーキ動作と緩解の繰り返しを防止するため，30km/h

以下で減速中には停止までブレーキ出力ノッチを変化させない制御とした．ブ

レーキ制御出力として７段階のブレーキ全てを使用し，パターンにできるだけ

追従する制御とした． 
12 回の試験を実施し，設定したブレーキパターンにほぼ沿ってブレーキが緩

むことなく停止まで制御できることが確認できた．平均速度偏差は最大で

4.64km/h，最小は 1.29km/h であった． 
基準ノッチ 5N，電気ブレーキ切りの条件で，平均速度偏差は，電気ブレーキ

切の条件では，ノッチ割り付けの刻みが 2km/hでは 4.6km/hであったのに対し，

ノッチ割り付けの刻みが 1km/h では 1.36km/h となり，追従性が向上した． 
次に，基準ノッチを６N，ノッチ割り付けの刻みを 1km/h としたとき，電気

ブレーキを入り／切りの条件で試験した結果を図５．８に示す．図５．８（ａ）

は「電気ブレーキ入り」，図５．８（ｂ）は「電気ブレーキ切り」の条件での結

果である． 
「電気ブレーキ入り」の条件では，「電気ブレーキ切り」の条件と比較して速

度偏差は 1.29km/h から 2.28km/h に増加した．これは試験車両の電気ブレーキ

が抵抗制御方式であったため，ノッチ変化の回路構成に時間がかかり，ブレー

キ力変化の追随が遅れることによると推定した．最近のインバータ制御車では

この問題も解決できると判断する． 
30km/h 以下ではノッチ出力を一定に保つ制御を行ったため,停止直前の減速
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度が大きくなり，停止位置は目標位置の手前約 25m～30m に停止した．実際に

動作したノッチはブレーキパターンを作成したノッチ数より３ノッチ程度低い

値で制御することが多かった． 
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図５．８ ブレーキパターンへの追従制御の試験結果 
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なお，速度が常用ブレーキパターンを越えてブレーキ制御出力を出力しても減

速が十分に得られない異常時の場合の試験も実施したが,その時は非常ブレーキ

パターンによりブレーキが動作するような仕様とした．この関連の試験も実施

し，目標位置の手前で停止することを確認できた． 
 

５．４ まとめ 
デジタル ATC ブレーキ制御のための 10ｋｍ以上先まで精度よくブレーキパ

ターンを作成する方法を提案した．また，作成したブレーキパターンに追従す

るブレーキ制御方法を提案した．性能試験により提案手法が有効に機能し，作

成したブレーキパターンに追従して制御できることを示した．  
 

５．５ 参考文献 

(5.1) 福田光芳，渡辺郁夫，牛島康博，佐藤佳彦，川野卓，高重哲夫，整備新

幹線に適合するディジタル ATC の開発，鉄道総研報告，Vol.12，No.2，
pp5-10，1998 年 2 月 

(5.2)渡辺郁夫，高重哲夫，志田洋，小林巧，内田清五，音無隆，犀川潤，山陽

新幹線におけるディジタル ATC 性能試験，鉄道総研報告，Vol.14，No.2，

pp41-46，2000 年 2 月 

(5.3) 南京政信，内田清五，渡辺郁夫，山下高賢，森俊弘，新幹線 1段ブレー

キパターン追従制御の現車試験結果，J-Rail 99，1999 年 12 月 



87 
 

第６章 デジタル ATC の機器構成と安全性・信頼性技術 
 

６．１ 機器構成 
 機器の故障診断は基本的には従来のATC装置と同様の考え方で行うことで安

全性を確保する．主要な機器である処理部，ATC 信号送信部，ATC 信号受信部

及び外部条件接点の入力に対する安全性確保の考え方は，以下のとおりである

(6.1)． 
(1)処理部 

 処理部の基本構成を図６．１に示す．A/B 系の 2 組の CPU を定周期で同期動

作させ，定周期内の全外部出力と各種診断結果を比較する．以下の診断がなさ

れる． 
①照合回路での出力比較 
 A/B 系それぞれの系で定周期割り込み処理により行われた制御出力および各

種診断結果を照合回路で比較する． 
②ROM 診断 
 プログラム部については32バイト単位に，データが記録されている外部ROM
に関しては 2 バイト単位にデータを読み込み A/B 系で比較する． 
③RAM 診断 
 外部 RAM については 4 バイト単位に，内部 RAM については 2 バイト単位に

照査データを write/read チェックする． 
④レジスタ診断 
 診断可能なレジスタに関して，照査データを write/read チェックする． 

 
ROM RAM CPU 

ROM RAM CPU 

照合回路 

A 系 

B 系 

 
 

 

図 ６．１ 処理部の基本構成 
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⑤割り込み診断 
 一定時間内に割り込みが行われることをチェックする． 
また，使用しない割り込み先を異常処理とする． 
⑥クロックチェック 
 CPU のクロックを別の発振器のクロックと比較する． 
 

(２)ATC 信号送信部 

 ATC 装置の信号送信部の基本構成を図６．２に示す．パワーアンプからの最

終出力をフィードバックチェックすることで正常な信号が送信されていること

を診断する．この方式は，発振器や分周器故障による周波数のずれによる擬似

信号の発生などの悪性故障を検出できる． 
 故障時には待機系に出力を切替える制御を行う． 
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P
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図６．２ ATC 信号送信部の機器構成 
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(３)ATC 信号受信部 

 ATC の地上受信部，及び車上の受信部の基本構成図を図６．３に示す．図

に示すように，LPF 以降は 2 重化され各処理結果はＡ/Ｂ両系の CPU で比較照

合される．シングル部分の ATT や BPF については，それらの故障が悪性とな

らないように様々な安全性技術が使われる． 
 

 

MT ATT BPF S/H AMP LPF M 
P 
X CPU LPF 

LPF M 
P 
X CPU LPF 

CMP 
MT：マッチングトランス 
ATT：可変抵抗 
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S/H：サンプルホールド 
AMP：アンプ 
LPF：ローパスフィルタ 
MPX：マルチプレクサ 
DSP：ディジタルシグナルプロセッサ 
CMP：比較器 

シングル 2 重化 

MT ATT BPF S/H AMP S/H A/D DSP 

S/H A/D DSP 

 
 

図６．３ ATC 信号受信部の機器構成 

 
 
 
（４）外部条件接点の入力 
 ATC 制御装置がたの装置からの各種条件を入力する接点入力部の基本構成を

図６．４に示す．外部条件接点の入力は，制御部のプロセッサ A/B それぞれの

系で入力し，結果を比較することで正当性をチェックする．復旧接点を安全側

に，動作接点を危険側に割り当て，基本的に動作接点を入力する．入力が”0”
となるようにコモンラインを制御し，入力が”1”固定でないことチェックする．

また，動作/復旧両接点を入力し，その相反性により安全性をチェックする使用

方法も利用できる． 
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図６．４ ATC 信号受信部の機器構成 

 
 

６．２ データベースの安全性 
デジタル ATC では，線路条件や車両の性能に関するデータを車上で記憶し，

地上から送られてくる進路条件，先行列車の位置などの変化情報と組み合わせ

て安全なブレーキパターンを作成する．したがって，車上データベースのデー

タ設定と更新が誤りなく行われることは，システムの安全を保証するうえで極

めて重要である． 
データが安全でない状況としては，以下の場合が想定できる． 

(1)現実と異なるデータが入力された 
(2)データが一貫性に欠ける 
(3)データが破壊された 
(4)データベースを扱うソフトウェアに誤りがある 

 
上記の課題を解決するために，データに高い冗長性を持たせ，一つのデータ

を複数の側面からデータ化して，それらのデータ間で合理性チェックを行うこ

とでデータの誤りを検知する方法，データベースを扱うソフトウェアをフォー

マルメソッドによって開発することなどを提案した(21)，(22)．具体的には，軌道

回路のデータベースに関しては，軌道回路 ID，始端キロ程，終端キロ程のほか
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に，軌道回路長やその軌道回路に接続している前後の軌道回路の ID も付加し，

それらの相互の関係からデータ入力などの誤りをチェックする方法．また，デ

ータのブロック毎にチェックコードを付加し，データ内容の変化や障害を検出

する方法などを提案した．また，フォーマルメソッドを使用することで，仕様

のあいまいさを排除するとともに，仕様からプログラムコード作成までの作業

の一部を自動化でき，信頼性の高いデータベースやソフトウェアの作成が期待

できる． 
 

６．３ まとめ 
機器の高信頼化については，処理部，ATC 送信部，受信部などに関して，従

来の地上主体制御方式の ATC で使用されてきた安全性技術を採用し，高信頼な

機器構成を実現する． 
また，車上のデータベースの信頼性に関しては，データに高い冗長性を持た

せて一つのデータを複数の側面からデータ化したりするなどしてデータベース

上に誤り検出能力を持たせる方法などを提案した． 
 

６．４ 参考文献 

(6.1）渡辺郁夫，平尾裕司，岩田浩司，信号システムの安全性の定量的評価方法

の検討，鉄道総研報告，Vol.16，No.7，pp27-32，2002 年 7 月 
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第７章 結論 
 

７．１ 本研究の成果 
本論文は，筆者が実施したデジタル ATC の開発とその高信頼化に関する研究

成果をまとめたものである． 
主な成果は以下のとおりである． 
(1) 車上主体制御を特徴とするデジタル ATC のシステム構成法を提案し，その

構成で従来の地上主体制御方式の ATC の課題を解決できることを示した． 
(2) デジタル ATC を導入することで，列車が停止したり低速で走行する駅ホー

ム近傍のみ軌道回路を分割したりすることで，理想的な間隔制御である移動

閉そくとほぼ同等の運転間隔を実現できることを示した．また，地上主体制

御方式の 1 段ブレーキ ATC と比較しても一定条件下で約 6 秒運転間隔を短

縮できることを示した． 
(3) 地上からの列車位置検知，及び車上から列車位置検知について，基本的に従

来の列車制御で利用されてきた方式が利用できること，絶対位置補正につい

ては新たに位置補正用のマーカを設けずに軌道回路境界を利用した方法を

提案した． 
(4) 新幹線区間のデジタル ATC 制御情報の伝送に関して，たとえ電源周波数が

1％変動しても，大きく発生する奇数次高調波を常に避けて，かつ，比較的

小さな偶数次高調波が帯域の中心となるように信号帯域設定を行う電源同

期 MSK 変復調方式を提案した．また，本方式を使用した伝送速度 84bps の

伝送を実現する試作装置を用いて新幹線区間で試験を行い，1.25×10-4 のビ

ット誤り率の伝送品質が得られることを確認した．この伝送品質で ATC シ

ステムとして高い安全性，信頼性を確保できることを示した． 
(5) 交流電化区間及び直流電化区間のそれぞれの環境下で安定した ATC 信号の

伝送を可能とする信号周波数と信号帯域，軌道回路長，送信電力の設定方法

を示した． 
(6) ブレーキ制御については，10km 以上先まで精度よく効率的にブレーキパタ

ーンを計算する方法を提案した．また，ブレーキ制御出力については，作成

したブレーキパターンに追従できる手法を提案した．現車試験により，提案

した制御方法が有効に機能することを確認した． 
(7) 機器の高信頼化については，処理部，ATC 送信部，受信部などに関しては，

従来からの地上主体制御方式 ATC で使用してきた安全性技術と同様な構成

方法で高信頼な機器構成を実現できることを示し，さらに車上のデータベー
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スについては，データベースに冗長性を持たせることで高信頼化を図る手法

を示した． 
 
なお，これらの研究成果の多くは，新幹線のデジタル ATC や通勤線のデジタ

ル ATC の基本技術として利用され，今日の鉄道の安全安定輸送を支えている．

また，デジタル ATC は，柔軟な列車運行への道を切り開いたものでもあり，更

なる鉄道の発展に貢献できると考えている． 
なお，今日，鉄道は CBTC（Communication Based Train Control system）

などの無線を使った列車制御システムの導入が着目されている．しかし，CBTC
の制御原理は，筆者の開発したデジタル ATC と共通するものがあり，これらの

先端的列車制御システム全体を包括した概念の構築が可能と考えている．この

面での研究も推進したい． 



94 
 

謝辞 
 
本研究は，筆者が長年携わったデジタル ATC の開発と，その主な機能の高信

頼化を目的とした研究開発の成果を，日本大学 中村英夫教授のご指導のもとに

まとめたものです．ご指導を賜った中村英夫教授に深く感謝いたします． 
論文をとりまとめる上で日本大学 泉隆教授に熱心なご指導をいただきまし

た．また，望月寛専任講師からは専門的立場から論文校閲を賜りました．心よ

り感謝申し上げます． 
デジタル ATC の開発段階では，鉄道総研電気システム株式会社社長 高重哲

夫氏には，共に研究開発に参加いただくと同時に，多くのご指導をいただきま

した．心より厚く感謝申し上げます． 
また，デジタル ATC の研究開発には，公益財団法人鉄道総合技術研究所 福

田光芳研究室長をはじめとして多くの研究者に携わっていただきました．参画

いただき様々な貢献をしていただいた皆様に，心より感謝申し上げます． 
デジタルATCの試作装置の製作には信号メーカの関係者に多大なご協力をい

ただきました．また，性能試験を実施するにあたり JR 各社の関係各位に大いな

るご協力をいただきました．心より感謝申し上げます． 
論文作成にあたっては，公益財団法人鉄道総合技術研究所 曽我部正道主任研

究員にご協力いただいた．心より感謝申し上げます． 
公益財団法人鉄道総合技術研究所 理事長 熊谷則道氏には，本論文の執筆の

動機づけをいただくとともに，適切な研究環境を整えていただきました．また，

公益財団法人鉄道総合技術研究所フェロー 秋田雄志氏（元理事長）には，筆者

の長年の研究開発業務において，常に温かくご指導をいただきました．両氏に，

心より感謝申し上げます． 



95 
 

著者発表論文等の一覧 
 

１ 査読付論文 

 
① ＊ Ikuo Watanabe ， Tetsuo Takashige, Advanced Automatic Train 

Protection System, IEEE  44th Vehicular Technology Conference 
Proceedings，Vol.2, pp1126-1129, 1994.6 

② 福田光芳，渡辺郁夫，寺田夏樹，嶋添敏之，奥谷民雄，要求分析と統合的ラ

イフサイクルコスト評価に基づいた鉄道信号システム構築手法の検討，電気

学会論文誌 D，125 巻，7 号，pp681-690，2005 年 7 月 
③ ＊Tetsuo Takashige，Ikuo Watanabe，Mitsuyoshi Fukuda，Natsuki Terada，

Development of New Automatic Train Control System for Shinkansen， 
International Conference on Inter-city Transportation, pp282-289, 
2002.11 

④ ＊Mitsuyoshi Fukuda，Ikuo Watanabe，Yuji Hirao，Tetsuo Takashige，
Norio Tomii，Hiroshi Ikeda，INTEGRATED TRAIN CONTROL SYSTEM 
BASED ON DIGITAL ATP ， World Congress on Railway Research 
WCRR97，1997.11 

⑤ ＊ Ikuo Watanabe，Tetsuo Takashige，Advanced ATP System for 
Improving Train Traffic Density and Control Efficiency，Transportation 
Research Record 1314，pp140-146, 1991.6 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



96 
 

２ その他発表論文 

 
① 高重哲夫，渡辺郁夫，軌道回路を利用した移動閉そく，鉄道総研報告，Vol.2，

No.8，pp39-46，1988 年 8 月 
② Ikuo Watanabe，Tetsuo Takashige，Moving Block System with Continuous 

Train Detection Utilizing Train Shunting Impedance of Track Circuit, 
Quarterly Report of Railway Technical Research Institute, Vol.30, No.4, 
pp190-197，1989.11 

③ 高重哲夫，渡辺郁夫，高速高密度区間用ディジタル ATC の開発，鉄道総研

報告，Vol.9，No.1，pp49-54，1995 年 1 月 
④ 渡辺郁夫，福田光芳，高重哲夫，機器分散型ディジタル ATC の性能試験，

鉄道総研報告，Vol.9，No.11，pp7-12，1995 年 11 月 
⑤ 福田光芳，渡辺郁夫，牛島康博，佐藤佳彦，川野卓，高重哲夫，整備新幹線

に適合するディジタル ATC の開発，鉄道総研報告，Vol.12，No.2，pp5-10，
1998 年 2 月 

⑥ 小澤吉樹，渡辺郁夫，奥谷民雄，犀川潤，北陸新幹線異周波電源突合せ区間

の誘導障害試験，鉄道総研報告，Vol.12，No.2, pp17-22, 1998 年 2 月 
⑦ 新井英樹，渡辺 郁夫，高重 哲夫，犀川潤，奥谷民雄，低周波ディジタルコ

ード式軌道回路の開発，鉄道総研報告，Vol.13，No.8，pp21-26，1999 年 8
月 

⑧ 高重哲夫，渡辺郁夫，福田光芳，中国高速鉄道用ディジタル ATC の開発，

鉄道総研報告，Vol.13，No.8，pp13-20，1999 年 8 月 
⑨ 渡辺郁夫，平尾裕司，岩田浩司，信号システムの安全性の定量的評価方法の

検討，鉄道総研報告，Vol.16，No.7，pp27-32，2002 年 7 月 



97 
 

３ 口頭発表 

 
① 渡辺郁夫，高重哲夫，川久保和雄，佐々木敏明，軌道回路の短絡インピーダ

ンス変化による連続列車位置検知，電気学会電気鉄道研究会 RAT-86-17，
pp51-60，1986 年 10 月 

② 渡辺郁夫，高重哲夫，佐々木敏明，軌道回路を利用した移動閉そく，電気学

会交通・電気鉄道研究会 TER-88-10，pp31-37，1988 年 7 月 
③ 渡辺郁夫，高重哲夫，福田光芳，軌道回路を用いたディジタル伝送に関する

一考察，電気学会交通・電気鉄道研究会 TER-94-26，pp1-7，1994 年 9 月 
④ 渡辺郁夫，高重哲夫，奥谷民雄，山本勝巳，整備新幹線用ディジタル ATC

の開発，J-Rail 96，土木学会，pp235-238，1996 年 5 月 
⑤ 福田光芳，渡辺郁夫，平尾裕司，鉄道分野での高信頼性データべースの設計

に関する一考察，電子情報通信学会技術研究報告 FTS97-22，pp41-48，1997
年 6 月 

⑥ 平尾裕司，渡辺郁夫，鉄道信号における安全性技術の展開，電子情報通信学

会技術研究報告 FTS99-71，Vol.99，No.490，pp43-50，1999 年 12 月 
⑦ 南京政信，内田清五，渡辺郁夫，山下高賢，森俊弘，新幹線 1 段ブレーキパ

ターン追従制御の現車試験結果，J-Rail 99，1999 年 12 月 
⑧ 渡辺郁夫，平尾裕司，中村英夫，鉄道信号システムの安全性技術評価方法に

関する考察，電子情報通信学会 FTS 研究会，Vol.100，No.512，pp61-66，
2000 年 12 月 

⑨ 真部健一，渡辺郁夫，福田光芳，寺田夏樹，島添敏之，奥谷民雄，電子情報

通信学会技術研究報告 DC2004-84，pp5-10，2004 年 12 月 
⑩ 渡辺郁夫，平尾裕司，鉄道信号の安全性技術動向，電子情報通信学会総合大

会，2005 年 3 月 
⑪ 渡辺郁夫，平尾裕司，鉄道信号の安全性，電子情報通信学会安全性研究会，

電子情報通信学会，2005 年 6 月 
⑫ 寺田夏樹，福田光芳，渡辺郁夫, 奥谷民雄，整備新幹線向け信号設備の機能

仕様の分析，電気学会交通鉄道研究会 TER-05-41，pp1-4，005 年 
⑬ 和田貴志，渡辺郁夫，瀬戸通夫，陽田芳博，信号設備側からみた車両との

EMC，電気学会産業応用部門大会，2005 年 6 月 



98 
 

⑭ 渡辺郁夫，山本春生，電気鉄道の”Change“：信号技術，平成 21 年電気学

会産業応用部門大会 3-O3-3，ppⅢ125-Ⅲ130，2009 年 9 月 
⑮ 渡辺郁夫，高重哲夫，直江正直，ディジタル軌道回路を利用した統合列車制

御，鉄道サイバネ論文集，pp156-159，1991 年 8 月 



99 
 

４ その他発表文献等 

 
① 渡辺郁夫，高速化における信号通信の課題，RRR，第 66 巻，5 号，pp21-24，

2009 年 5 月 
② 渡辺郁夫，高重哲夫，ディジタル ATC の情報伝送，鉄道と電気技術，Vol.6，

No.2，pp10-14，1995 年 2 月 
③ 渡辺郁夫，市川和男，VVVF 制御車の高潮波が信号設備へ与える影響，鉄道

と電気技術，Vol.6，No.12，pp29-37，1995 年 12 月 
④ 渡辺郁夫，平尾裕司，列車制御のフォールトトレランス，日本信頼性学会誌，

Vol.20，No.5，pp318-325，1998 年 6 月 
⑤ 渡辺郁夫，犀川潤，整備新幹線に適合するデジタルATCの開発，JREA，Vol.41，

No.8，pp25577-25580 
⑥ 平尾裕司，渡辺郁夫，自動運転を可能とする列車制御技術，自動車技術，第

52 巻，第 10 号，pp46-51，1998 年 10 月 
⑦ 高重哲夫，渡辺郁夫，軌道回路(7)，鉄道と電気技術，Vol.10，No.10,pp63-67，

1999 年 10 月 
⑧ 渡辺郁夫，高重哲夫，軌道回路(11)，鉄道と電気技術，Vol.11，No.2，pp66-70，

2000 年 2 月 
⑨ 渡辺郁夫，高重哲夫，軌道回路(12)，鉄道と電気技術，Vol.11，No.3，pp63-67，

2000 年 3 月 
⑩ 渡辺郁夫，高重哲夫，軌道回路(14)，鉄道と電気技術，Vol.11，No.5，pp60-64，

2000 年 5 月 
⑪ 渡辺郁夫，ATC（6），鉄道と電気技術，Vol.16，No.11，ｐｐ74-77， 

2005 年 11 月 
⑫ 渡辺郁夫，ATC（7），鉄道と電気技術，Vol.16，No.12，ｐｐ87-89， 

2005 年 12 月 
⑬ 渡辺郁夫，平栗滋人，岩田浩司，RAMS に基づき信号システムを設計する，

RRR，67 巻，6 号，pp18-21，2010 年 6 月 
 
 
 



100 
 

⑭ 渡辺郁夫，平尾裕司，列車制御システムにおける安全性技術の動向，電子情

報通信学会誌，86 巻，４号，2003 年 
⑮ 鉄道と EMC，電気学会・電気鉄道の電磁環境に関する共同研究委員会編 

（4 章 pp155-216 の一部を執筆），オーム社，2008 年 7 月 



付録 1 

Advanced Automatic Train Protection System 
Ikuo Watanabe, Tetsuo Takashige, Railway Technical Research Institute, Japan 

Vehicular Technology Conference, 1994 IEEE 44th 

101



102

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



103

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



104

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



105

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



付録 2 

Development of Digital ATC System 
Ikuo Watanabe, Mitsuyoshi FUKUDA, Yasuhiro USHIJIMA, Tetsuo TAKASHIGE, 

Signalling Systems G., Transport Systems Development Div.,  
Technical Development Dept. 

QR of RTRI, Vol.40, No.1, Mar.‘99 

106



107

epson-465rtri
長方形



108

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



109

epson-465rtri
長方形



110

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



111

epson-465rtri
長方形



付録 3 

山陽新幹線におけるディジタル ATC 性能試験 
渡辺 郁夫   高重 哲夫 志田 洋

小林  巧   内田 清五   音無  隆 屑川  潤

鉄道総研報告 Vol.14, No.2, 2000.2 

112



113

epson-465rtri
長方形



114



115

epson-465rtri
長方形



116



117

epson-465rtri
長方形

epson-465rtri
長方形



118


	Appendix101.pdfから挿入したしおり
	Appendix
	Appendix01
	Appendix02
	Appendix03


